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手書きの顧客料金支払い台帳 4 年前に実験的に一般家庭に 

設置された顧客メーター 
レストランに設置されている 
顧客メーター 

ハマドニ Vodokanal（ハトロン州） 

   
ハマドニ Vodokanal の事務所 ハマドニ Vodokanal 敷地内の 

高架タンク(無償資金協力で整備) 
モスクワ町の共同水栓 

   
水質分析室にあるポータブル 
残留塩素計 

KMK指定の 3枚綴りの水道料金
請求・領収書用紙 

メハナタバッド・ジャモアット 
のケジャ・アブドル井戸施設 
（無償資金協力で整備） 
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ルーム  
過去の JICA プロジェクトで寄贈

された音聴式漏水探知器 

ホジャンド Vodokanal（ソグド州ホジャンド市） 

   
ホジャンド Vodokanal の事務所 メーターリーダーを使って料金

の請求・徴収を行う職員 
防寒対策として防寒マットを 
被せたメーターパネル 

   
本部の顧客データ管理室 本部にある水質分析室 キルギス山中の湧水を水源と 

する浄水場の急速ろ過施設 
ドゥシャンベ Vodokanal（ドゥシャンベ特別市） 

   
NapornayaNAP 浄水場の 

普通沈殿池 
Napornaya 浄水場の  
屋内急速ろ過施設 

Napornaya 浄水場内の水質分析室

にある旧ソ連製の水質分析器 
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クルガンチュベ Vodokanal（ハトロン州） 

   
浄水場の普通沈殿池と配水 
ポンプ場 

浄水場管理棟内の最近完成 
した塩素製造装置 

一般家庭に設置されている 
顧客メーター 

クロブ Vodokanal（ハトロン州） 

   
自噴している湧水 湧水の導水暗渠 丘陵地に配水する加圧ポンプ場 

ボセ Vodokanal（ハトロン州） 

   
Vodokanal が間借りしている 
政府施設 

町中の公共水栓 手書きの顧客料金支払い台帳 

シャルトゥーズ Vodokanal（ハトロン州） 

   
No.1 井戸ポンプ 

（1980 年代に建設） 
No.2 井戸ポンプ施設 

(現在 LITACA でリハビリ工事中) 
隣接する Obshoron Jamoat の
Valan 村の廃棄された井戸施設 



タジキスタン国ピアンジ県・ハマドニ県上下水道公社給水事業運営能力強化プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

x 

現地写真（４） 

ヨボン Vodokanal（ハトロン州） 

   
第 2 水源のバフシ川の灌漑水路  銀行に設置されている 

顧客メーター 
ソ連時代に建設された半ば廃墟化
した活性汚泥方式の下水処理場 

ダンガラ Vodokanal（ハトロン州） 

   
ダンガラ Vodokanal の事務所  ダンガラの配水管網図 市郊外の浄水場の凝集沈殿池 

ギサール Vodokanal（政府直轄州） 

   
ギサール Vodokanal の事務所  現在も使用している旧ソ連時代

に建設された井戸 
旧ソ連時代に建設された 
老朽化した配水ポンプ場 

シャルナブ Vodokanal（政府直轄州） 

   
EBRD プロジェクトで建設中の
地上式配水タンク 

EBRD プロジェクトで布設中の
配水管路と消火栓 

一般家庭に設置されている 
顧客メーター 
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－1－  

第１章 第一回詳細計画策定調査団の派遣1 

１－１ 調査の経緯と目的 

タジキスタン共和国（以下、タジキスタン）では、安全な水を利用する人口の比率が国全体で

66%、都市部で 92%、農村部では 57%に留まっている（UNICEF/WHO Jo int Monitoring Programme、
2013）。このため、タジキスタン政府は「国家開発計画（2007～2015 年）」において、給水改善を

最重要課題の一つとして位置づけ、2015 年までに安全な水を利用する人口の比率を都市部で 97%、

農村部で 74%とすることを目指している。また、「安全な飲料水の供給改善プログラム（2007～
2020 年）」が策定され、貧困対策と持続的成長のための水供給事業が重要視されている。 

本調査の対象地であるハトロン州は、約 270 万人の州人口のうち約 8 割が農村部に居住してい

ると言われ（タジキスタン国家統計局、2010）、未給水人口が多い。この原因として、旧ソ連時代

に建設された給水施設の老朽化、独立後の不十分な維持管理が挙げられる。ハトロン州では、83
の給水施設のうち、51 施設（約 60%）が稼働していない（JICA 開発調査「ハトロン州南部地域

持続的地方飲料水供給計画調査」、2009）。また、給水水質にも課題を抱える。全国モニタリング

調査によると、ハトロン州における国家水準の不適合率は 69.7%(全国平均は 46.2%)であり、全

州の中で最も悪い値であった（国家公衆疫学センター、2004）。  

このようにハトロン州では安全な水へのアクセスを可能にする給水施設の整備が急務となっ

ており、我が国は同州内ハマドニ県、ピアンジ県を対象に上水道セクターの支援を行ってきた。

具体的には、ハマドニ県モスクワ町と周辺 2 村を対象に、無償資金協力「ハトロン州ハマドニ地

区給水改善計画（第一次：2008～ 2010 年度、第二次：2011～2013 年度）」を実施した。これによ

り、給水施設（深井戸掘削、高架水槽設置、送・配水管の一部）の更新・修繕を行った。同施設

の維持管理能力を強化し、水道事業体の経営改善を行うために、技術協力「ハトロン州ハマドニ

県給水事業運営維持管理技術指導専門家（2013～2015 年度）」を派遣している。また、ピアンジ

県ピアンジ町と周辺 6 村を対象に、無償資金協力「ハトロン州ピアンジ県給水改善計画（2014 年
度～）」を実施中である（注：2016 年 9 月完工）。これにより、給水施設（深井戸掘削、高架水槽

設置、送・配水管）を更新する。 

ハトロン州では、給水施設の老朽化に加え、料金徴収に基づく適切な維持管理にも課題を抱え

ている。タジキスタンではメーター設置と従量料金制の導入を政府規定により推奨しているが

（Usage of Public Water Supply and Sewage Systems in the Republic of Tajikistan, Connection to the 
Engineering Network and  Provision  of Public Serv ices、2011）、ホジャンド、ドゥシャンベなどの大

都市を除いてメーターは設置されていない。このため、規定された給水原単位に契約世帯の構成

人数を乗じて料金徴収を行っており、使用量と比較して不十分な料金徴収や住民の過剰な水使用

などの問題が生じている。これらの課題を解消すべく、「ハトロン州ピアンジ県給水改善計画」で

は、水道メーターを各戸に導入する。しかしながら、メーター検針に基づく従量料金制を導入す

るのは同州では初めての経験であり、メーター検針・料金請求・徴収の一連の業務に係る研修、

                                                             
1 本章から第 4 章までに記載されている情報は、第一回計画策定調査の結果がまとめられた 2015 年 2 月時点のものである。 
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従量制料金体系の改訂、住民への啓発活動等を行う必要がある。なお、従量制料金体系の改訂に

あたっては、水道料金収入により上下水道公社のコスト（支出）を賄えるように料金設定を行う

ことが望ましい。現状、上下水道公社では水道料金収入により職員の給与や小規模な設備の維持

管理（薬品の購入など）に関する支出は行えているものの、大規模な資本投資を伴う設備の維持

管理（メーターの設置や老朽管の更新など）を行うことが出来ておらず、結果として給水施設の

劣化や給水サービスの低下（一部地域での配水不良等）を招いている。このため、料金体系の改

訂にあたっては、まず中長期的視野に基づく事業計画の作成を行うことが望ましい。また、無償

資金協力で給水施設を全面的に更新することから、新規給水施設に即した維持管理能力の強化を

行う必要がある。かかる背景から、タジキスタン政府は技術協力プロジェクト「ハトロン州ピア

ンジ県給水事業運営維持管理技術指導プロジェクト（仮）」（以下、技術協力プロジェクト）を要

請した。 

ハマドニ県においては、「ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画」の施設竣工により給水状況、

および水道事業体の経営状況は概ね改善した。合わせて、専門家による機械設備のメンテナンス・

水質分析等に関する技術移転により、維持管理能力は向上しつつある。しかしながら、メーター

が未設置のため、住民が過剰に水を使用しており、不十分な料金徴収2や一部地域における給水不

良などの課題が生じている。また、給水不良に対応するため、計画以上の送水を行っており、配

水管からの漏水につながっている。タジキスタンの水道事業関係者は、これらの課題に対応する

ため、メーターの設置を強く希望しており、「ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画」の効果をさ

らに高めるためにもメーターの設置が望ましい。ピアンジ県とハマドニ県に対して、同時期にメ

ーターおよび従量料金制の導入にかかる技術移転を行うことで、技術協力プロジェクト実施によ

る相乗効果が期待できる。 

かかる事情をふまえ、技術協力プロジェクトの検討対象をハトロン州ピアンジ県とハマドニ県

とし、上下水道公社の給水事業運営能力の強化を図り、対象地域において改善された水道サービ

スを提供すべく、技術協力プロジェクトの実施を検討する。検討にあたり、プロジェクト内容の

検討に必要な情報の収集、および先方政府との協議を目的として本詳細計画策定調査を実施した。

あわせて、タジキスタンにおける今後の上水道分野の支援の方向性を検討するために、上水道分

野についてセクター調査を実施し、広く情報収集を行った。 

１－２ 調査団構成 

担当事項  氏名  現地調査期間 

総括（地球環境部水資源第一チーム） 田村 えり子  
2014 年 11 月 5 日  

～2014 年 11 月 16 日  

上水道計画（地球環境部アドバイザー） 讃 良  貞信 
2014 年 11 月 5 日  

～2014 年 11 月 16 日  

協力企画（地球環境部水資源第一チーム） 大 塚  桃子 
2014 年 11 月 5 日  

～2014 年 11 月 16 日  

                                                             
1 現在は見做し使用水量を適用し、家庭の人数を乗じて料金請求を行っている。 
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上水道セクター調査/水道事業運営・維持管理  
（コンサルタント） 

福 田  文雄 
2014 年 10 月 22 日  

～2014 年 11 月 21 日  

評価分析（コンサルタント） 廣 内  靖世 
2014 年 10 月 29 日  

～2014 年 11 月 16 日  

 

１－３ 調査日程 

Date 技術コンサルタント  
（福田氏）  

評価分析コンサルタント  
（廣内氏）  

JICA 団員  

10/23 
(thu) 

03:45 
14:00 

ドゥシャンベ着  
JICA タジキスタン支所訪問、KMK 訪問  

  

10/24 
(fri) 

11:00 
17:00 

WB を訪問  
UNDP を訪問  

  

10/25 
(sat) 

 書類作成    

10/26 
(sun) 

 ドゥシャンベからホジャンドへ移動    

10/27 
(mon) 

 ホジャンド VK を訪問    

10/28 
(tue) 

 ホジャンドからドゥシャンベへ移動    

10/29 
(wed) 

 統計局訪問、 
再委託先の調査  

  

10/30 
(thu) 

03:45 
14:00 

ドゥシャンベからクルガンチュベへ移動  
クルガンチュベ VK 訪問  

ドゥシャンベ着  
JICA タジキスタン支所訪問  

対処方針会議  

10/31 
(fri) 

07:30 
09:00 
 
 
10:30 

 
クルガンチュベで廣内氏と合流、 
ミーティング  
クルガンチュベからピアンジへ移動  
ピアンジ VK での調査（キックオフミーテ

ィング、職員へのインタビュー、現地踏査

等）  
ピアンジからクルガンチュベへ移動  

ドゥシャンベからクルガンチュベ

へ移動  
（福田氏のスケジュールと同様）  

 

11/1 
(sat) 

 クルガンチュベからハマドニへ移動  
ハマドニ VK での調査（キックオフミーテ

ィング、職員へのインタビュー、現地踏査

等）  
ハマドニからクルガンチュベへ移動  

（福田氏のスケジュールと同様）   

11/2 
(sun) 

 書類作成  書類作成   

11/3 
(mon) 

 クルガンチュベからピアンジへ移動  
ピアンジ VK での調査  
ピアンジからクロブへ移動  

（福田氏のスケジュールと同様）   

11/4 
(tue) 

 クロブからハマドニへ移動  
ハマドニ VK での調査  
ハマドニからクロブへ移動  

（福田氏のスケジュールと同様）   
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11/5 
(wed) 

am 
pm 

クロブ VK 訪問  
ボセ VK 訪問  
ドゥシャンベへ移動  

ドゥシャンベへ移動  
KMK 訪問(技プロの仕組み、PDM、

PO 等を説明) 

 

11/6 
(thu) 

04:30 
13:30 

 
団内で調査結果の共有  

 
団内で調査結果の共有  

ドゥシャンベ着  
団内で調査結果の共有 

11/7 
(fri) 

8:00 
12:30 
16:30 

ドゥシャンベからピアンジへ移動  
ピアンジ VK 訪問（コンサルタントによる調査結果説明、及び調査結果に基づく PDM(案)説明）  
ピアンジからクルガンチュベへ移動  

11/8 
(sat) 

8:00 
10:30 
15:30 

クルガンチュベからハマドニへ移動  
ハマドニ VK 訪問（コンサルタントによる調査結果説明、及び調査結果に基づく PDM(案)説明） 
ハマドニからドゥシャンベへ移動  

11/9 
(sun) 

 先週の調査結果に基づき、PDM(案)について団内協議  

11/10 
(mon) 

10:00 
11:00- 
16:30 

KMK（Director of General）訪問  

PDM（案）について協議（KMK, Pyanj VK, Hamadoni VK 参加）  

 
PO（案）について団内協議  

11/11 
(tue) 

9:00- 
17:00 

PDM（案）、PO（案）について協議（KMK, Pyanj VK, Hamadoni VK 参加）  

 
M/M（案）について団内協議  

11/12 
(wed) 

9:00- 
12:00 
14:00 
15:30 

ドゥシャンベ VK 訪問   

 
EBRD 訪問  
KMK にて協議再開  
指標について団内協議  

M/M（案）、R/D（案）について協議（KMK, Pyanj VK, Hamadoni 
VK 参加）  
EBRD 訪問  
KMK にて協議再開  
指標について団内協議  

11/13 
(thu) 

9:00 
 
pm 
16:00 

ドゥシャンベからシャルトゥーズへ

移動  
シャルトゥーズ VK 訪問  

シャルトゥーズからクルガンチュベ

へ移動  

M/M（案）、R/D（案）、指標について協議（KMK, Pyanj VK, 
Hamadoni VK 参加）  
M/M 署名  

11/14 
(fri) 

am 
pm 

クルガンチュベからヨボンへ移動  
ヨボン VK 訪問  
ヨボンからドゥシャンベへ移動  

書類作成 cumentation 
日本大使館表敬訪問  
JICA タジキスタン支所への報告  

11/15 
(sat) 

06:30 ドゥシャンベからダンガラへ移動  
ダンガラ VK 訪問  
ダンガラからドゥシャンベへ移動  

タジキスタン離国  

11/16 
(sun) 

 書類作成  日本帰国  

11/17 
(mon) 

 ドゥシャンベからジサールへ移動  
ジサール VK 訪問  
ジサールからドゥシャンベへ移動  

  

11/18 
(tue) 

 ドゥシャンベからシャルナブへ移動  
シャルナブ VK 訪問  
シャルナブからドゥシャンベへ移動  

  

11/19 
(wed) 

 独占禁止委員会訪問  

JICA タジキスタン支所への報告  

  

11/20  タジキスタン離国    
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(thu) 
11/21 
(Fri) 

 日本帰国    

 

１－４ 調査結果概要 

 １－４－１ 本プロジェクトの内容（ピアンジ県・ハマドニ県共通） 

  (1) 実施体制  
プロジェクトの実施体制に関し、付属資料 3：第一回詳細計画策定調査時 Minutes of 

Meeting の通り合意した。また、活動計画（Plan of Operation：PO）にて各活動の責任機関・

責任者・実施者を特定した。住宅サービス公社（Khojagii Manziliyu - Kommunali：KMK）に

関しては、Annual financial plan 及び料金の承認を行う部署が経済分野計画部（Planning  
Divis ion in  Economic issues）であることが分かったため、当該部署長を始めとして KMK の

関係者をプロジェクトの実施体制および合同調整委員会（Joint Coord inat ing Committee：JCC）
のメンバーに盛り込んだ。 

  (2) 案件名称の変更 
当初要請があったピアンジ上下水道公社（Vodokanal：VK）に加え、ハマドニ VK も協力

の対象とすることから、以下の通り案件名称を変更することで合意した。 

和名：  ピアンジ県・ハマドニ県上下水道公社給水事業運営能力強化プロジェクト 
英名：  The Pro ject for Strengthen ing the Water Serv ice Management of Pyan j and Khamadoni  

Vodokanal 

  (3) プロジェクトの期間 

付属資料 3 中の PO の通り、プロジェクト期間は 2015 年 6 月～2020 年 5 月の 5 年間とす

ることで合意した。ハマドニ県でのメーターの設置（2017 年末まで）後、従量料金制導入

に伴う各種業務〔検針・料金徴収・料金請求・会計書類の作成、年次財務計画（Annual financial 
plan）の作成等〕の実地研修（On-the-Job Training：OJT）に 2 年を要することを考慮したた

めである。 

  (4) タジキスタン国他都市における従量料金制導入の実績調査 
ドゥシャンベ、ホジャンド VK 以外に、クルガンチュベ VK 等でも従量料金制を導入して

いることが分かった。これらの都市に関する調査の結果、従量料金制の導入・定着に際して

主に二つの課題（①凍結対策の必要性、②毎年のメーター検査への対応策検討の必要性）、

があることが分かったため、対応策を協議し、M/M に合意事項を記載した。具体的には、

凍結対策に関しては必要な方策をプロジェクトの活動内で検討することとし、毎年のメータ

ー検査に関しては、メーターが日本製であることを考慮し、検査期間を延長するよう KMK
が関係機関と交渉することとした。 

  (5) 人員配置  
人員配置の必要性〔新規人員の雇用、主任技師（Chief of Engineer）などの主要ポストの
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雇用〕に関し、KMK/両 VK に説明し、PO に則り適宜人員を雇用することで合意した。 

 １－４－２ 本プロジェクトの内容（ピアンジ県） 

  (1) 従量料金制の導入にかかるパイロット・プロジェクトの実施 
“従量料金制の導入による水使用量変化の評価”を行うことを目的として、パイロット・

プロジェクトを実施する。従量料金制導入後の水使用量を把握することで、収入等を予測し、

Mid-term plan（中期計画）, Annual financial plan（年次財務計画）立案上の参考とする。 

合わせて、本格的な従量料金制の導入前に、3 カ月間の移行期間を設けることとした。従

来の定額制で料金徴収を行うものの、請求書には使用水量に基づく料金徴収額を記載し、従

量料金制に移行した際の料金が想定できるようにする。 

 １－４－３ 本プロジェクトの内容（ハマドニ県） 

  (1) メーターの設置 
タジキスタン側でのメーター購入・工事実施は対応不可能とのことであり、日本側負担

で行うこととした。メーター導入に係る諸事項は以下の通り。①必要経費：概算で 8,000 万、

②所要期間：30 カ月（現地コンサル契約 2 カ月、専門家指導 1 カ月、無償以外の給水管調

査：4 カ月、設計：1 カ月、本邦調達：9 カ月、現地工事：16 カ月）③役割分担：日本にて

設計・調達・工事を実施。 

ハマドニ県での従量料金制は 2018 年 1 月より導入予定である。なお、現地工事に関して

は業務実施契約を行うコンサルタントより、現地業者へ再委託を行う予定。 

 １－４－４ 本プロジェクト実施上の留意事項 

  (1) ハマドニ県におけるメーター購入に際しての条件付与 
１－４－３(1)に記載のメーター購入に先立ち、従量料金制導入・定着に際しての懸念事

項をあらかじめ解決することを条件として先方に提示し、条件が満たされた時点でメーター

購入を開始するものとする。従量料金制導入・定着に際しての懸念事項としては、①住民の

反対、②毎年のメーター検定等が挙げられるため、まずはこの 2 点を条件として付与する。

①に関しては先方政府による住民への説明会開催及び住民からの合意取り付けがなされた

時点で条件が満たされたものとする。②に関しては、日本製のメーターを導入することに鑑

み、検定期間を現在タジキスタンにて定められている 1 年から 5～83年に延長することを条

件とする。この条件は R/D で合意することとする。 

また、上記懸念事項の他に、“政治家からの料金値上げへの反対”が従量料金制定着の上

でのリスクとして想定される。このため、プロジェクト開始時にフクマット（県庁）等を訪

問し、本プロジェクトの内容を説明し、料金値上げへの理解を求める。 

                                                             
3 期間については先方との調整により決定する。なお、 EBRD により支援が行われているホジャンド市では、スイス製のメ

ーターを導入したことに鑑み、ソグド州議会から国会へ働きかけ、検定期間が 3 年に延長されている。なお、日本のメータ

ーの検定期間は 8 年間と定められている。 
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  (2) ピアンジ県・ハマドニ県における給水サービスの実態把握 

ピアンジ・ハマドニ両 VK による給水サービスの実態に関しては、本調査を通じて明らか

になったものもあるが、依然として不明な点（給水にかかるコスト、住民による水使用の状

況、共同水栓の状況、送水量等）もある。プロジェクトの初期段階に集中的に現状把握のた

めの調査を行い、これら実態を把握しタジキスタン側関係機関と共有する。そのうえで、把

握された実態に合わせ、適宜プロジェクトの活動内容を見直すこととする。 

 １－４－５ 上水道分野に関するセクター調査 

タジキスタンにおける上水道分野の現状を把握することを目的として、詳細計画策定調査と

並行して、上水道分野に関するセクター調査（以下、セクター調査）を実施した。詳細につい

ては本報告書の別添資料：セクターサーベイ報告書の通り。 

セクター調査では、上水道分野に対する国家政策・方針・計画とその実施状況を明らかにす

るために、KMK 等を訪問した。国家給水計画では、給水施設整備に必要な資金のうち 70%は

ドナーからの援助ならびに外国からの資金投入により賄うこととしており、また、既給水施設

の更新費用に関しても、その費用は料金収入から賄うのではなく、外部からの資金投入により

賄うこととしており、ドナー頼りの方針が課題として浮き彫りとなった。 

加えて、上水道分野のうち、KMK 傘下の VK が事業運営を行っている都市水道分野を対象に、

訪問調査/質問票配布を行い、各水道事業体の主要指標実績値（Performance Indictor：PI）を情

報収集した。この結果、水道事業体では①ソ連時代に建設され老朽化した施設の更新、及び②

周辺村落への配水管網の拡張を共通の課題として抱えていることが分かった。 

最後に、他ドナー〔欧州復興開発銀行（European Bank for Reconstruction and Development：
EBRD）、世界銀行（World Bank：WB）、国連開発計画（United Naitons Development Programme：

UNDP）等〕による支援状況、支援における課題、今後の支援予定について調査を行った。こ

のうち EBRD は、給水セクター改革・支援の一環として、地域上下水道公社（Regional Water and  
Sewage Company：RWSC）の設立を KMK に提案している。RWSCは、4 つ程度の VK をとりま

とめ、資産管理、財務管理、技術指導等を一括して行うための組織である。ハトロン州内にも

二つ（クルガンチュベを中心とする東部とクロブを中心とする西部に設置予定）の RWSCの設

立が検討されており、ピアンジ VK 及びハマドニ VK も将来的には RWSCに組み込まれること

が想定されているためその進捗に留意し、本プロジェクトの目的と照合して有意義な連携が取

れるようにする。 
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第２章 第一回詳細計画策定調査結果 

２－１ プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、タジキスタン国ハトロン州ピアンジ県上下水道公社（以下、ピアンジ VK）

及びハマドニ県上下水道公社（以下、ハマドニ VK）において、①給水事業運営に必要なデータ

の整備、②整備されたデータを活用した中長期視野に基づく計画策定、③中長期計画を踏まえた

従量料金制導入、及び④給水施設の適切な運転・維持管理を通して、給水事業運営能力の強化を

図り、もって、両 VK の給水区域における給水サービスの改善を目指すものである。 

２－２ プロジェクト・デザイン 

 ２－２－１ 基本事項 

プロジェクト名 ピアンジ県・ハマドニ県上下水道公社給水事業運営能力強化プロジ

ェクト  

対象地域  ハトロン州ピアンジ県ピアンジ VK 及びハマドニ県ハマドニ VK の

給水区域4 

ターゲット･グループ 直接受益者：ピアンジ VK 及びハマドニ VK の職員、住宅サービス

公社（KMK）職員  
間接受益者：ピアンジ VK・ハマドニ VK の給水区域の住民 

プロジェクト期間 2015 年 6 月～2020 年 5 月の予定（日本人専門家の派遣開始日から 5
年間）  

相手国側実施機関 KMK（主に全体的なプロジェクト管理を担当）、ピアンジ VK 及び

ハマドニ VK（現場レベルのプロジェクト管理及び活動の責任機関） 
 

 ２－２－２ プロジェクト目標 

プロジェクト目標 ピアンジ VK 及びハマドニ VK の給水事業運営能力が強化される。 

指標  a. プロジェクト終了までに、各 VK のプロジェクト・スタッフ5に、

プロジェクト開始から半年後に VK 及び専門家チームによって

ポジションごとに設定された基準に照らし、給水事業運営に必

要な知識・技能が備わる。 
b. プロジェクト終了までに、各 VK において、第 1 次中期計画

(2018-2022)の中間目標の Z%(*)が達成される 
(*)： 計画値（Z%）は 2017 年の第 1 次中期計画最終化時に定められ、JCC の承

認を受ける。 

                                                             
4 ピアンジ VK の給水区域はピアンジ町、シャクマット村、イモン・マシュラボフ村、ハッサンシェロブ村、サンマルトイ 1
村、サンマルトイ 2 村、トゥルディシャイ村の一部、を指す。 ハマドニ VK の給水区域はモスクワ町、ナヴォボッド村、

及びグロボッド村の一部、を指す。 
5 PDM 中のタジキスタン側の投入に記載の通り（ピアンジ VK 副所長、各 VK の会計主任、ハマドニ VK の顧客係長、各 VK
のエリア長、各 VK の検針員/料金徴収員、各 VK の給水施設運転・維持管理係）。 
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 ２－２－３ 上位目標 

上位目標 ピアンジ VK 及びハマドニ VK において、配水量の不均衡、水道施

設の整備不足、顧客対応の不足等の解消を図ることにより、給水サ

ービスが改善される。 

指標  a. 2023 年 6 月までに、水圧の低さや水不足に関する年間苦情件数

が、ハマドニ VK では 2016 年に比べて X%減少し、ピアンジ VK

では 2017 年に比べて Y%減少する。 
b. 2023 年から、各 VK において、第 2 次中期計画(2023-2027)に基

づく給水サービスが提供される。 
(*)： 計画値（X%, Y%）は 2017 年の第 1 次中期計画最終化時に定められ、JCC の

承認を受ける。 

 

 ２－２－４ アウトプット 

  (1) アウトプット１ 
アウトプット 1 給水事業運営に必要なデータが整備される。  

指標  1a:  ピアンジ VK では 2016 年 10 月から、ハマドニ VK では 2018 年

1 月から、月間無収水率及び月間推定漏水量が、各 VK のエリ

ア長によって記録される。 
1b: ピアンジ VK では 2016 年 10 月から、ハマドニ VK では 2018 年

1 月から、月間無収水率及び月間推定漏水量が、所長に報告さ

れる。  
1c:  各 VK にて、2016 年 12 月までに、データ管理チェックリスト

の全項目が達成される。 
1d: 各 VK にて、上記の達成度が維持される。 

1e: 各 VK 用のデータ管理マニュアルの最終版が、2020 年 3 月まで

に、各所長に承認される。 
 

  (2) アウトプット２ 

アウトプット 2 中長期的視野に基づき給水事業が計画される。 

指標  2a: 各 VK の第 1 次長期計画(2018-2027)が、2016 年 12 月までに、

各所長に承認される。 
2b:  各 VK の第 1 次中期計画(2018-2022)が、2017 年 9 月までに最終

化され、各所長に承認される。 

2c: タジキスタン会計年度  2018 年度以降、各 VK の年次財務計画

が、それぞれの中期計画に基づき策定される。 
2d: 計画策定マニュアルの最終版が、2020 年 3 月までに、ピアンジ・

ハマドニ VK 両所長に承認される。 
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  (3) アウトプット３ 

アウトプット 3 従量料金制が導入される。 

指標  3a:  メーターに基づく水道料金が、ピアンジ VK では 2017 年 1 月か

ら、ハマドニ VK では 2018 年 4 月から請求・徴収される。 

3b: 検針員/料金徴収員用マニュアルの最終版が、2020 年 3 月まで

に、ピアンジ・ハマドニ VK 両所長に承認される。 

  (4) アウトプット４ 

アウトプット 4 給水施設(*)が適切に維持管理される。 
(*) 給水施設は「井戸から各戸メーターの間の施設」を指す。 

指標  4a:  各 VK の給水施設が、プロジェクトによって更新されたマニュ

アルに基づき、運転・維持管理される。 
4b: 各 VK 用の運転・維持管理マニュアルの更新版が、2020 年 3 月

までに、各所長に承認される。 
 

 ２－２－５ 活動 

  (1) アウトプット１の活動 

1-1 各 VK にて、稼働中の井戸の月間水生産量を測る。 
1-2 各 VK にて、月間水生産量データを集計する。  
1-3 各 VK にて、月間水消費量を測る。 

1-4 各 VK にて、月間水消費量データを集計する。  
1-5 各 VK にて、月間無収水率を計算する。 
1-6 各 VK にて、月間漏水量を推定する。 
1-7 各 VK にて、給水事業運営に必要なその他のデータの管理（*）をレビューし、チ

ェックリストを作成する 
1-8 各 VK にて、レビューに基づき、データ管理を改善する。  
1-9 各 VK 用に、タジク語及び英語のデータ管理マニュアルを作成する。 
（*）データ管理には、データの収集・整理・分析が含まれる 

 

  (2) アウトプット２の活動 

2-1 各 VK にて、給水事業運営に係る年次財務計画等の既存の計画、計画プロセス、現

況等をレビューする。 

2-2 各 VK にて、成果 1 から得られるデータに基づき、長期（10 カ年）計画を策定す

る。  
2-3 各 VK にて、長期計画に基づき、具体的な事業目標を含む中期（5 カ年）計画案を

策定する(*)。  

2-4 各 VK の新料金表を独占禁止委員会に提案する6。 

                                                             
6 具体的には VK が提案する新料金表を KMK が検討の上、独占禁止委員会に提案・交渉する（PO 参照）。 
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2-5 各 VK にて、独占禁止委員会の合意の得られた料金に基づき、中期計画を最終化す

る7。  
2-6 各 VK にて、中期計画に基づき、年次財務計画(**)を策定する。  

2-7 各 VK にて、年次財務計画の進捗をモニタリングする。 
2-8 各 VK にて、中期計画をレビューし、必要に応じて改訂する。 
2-9 各 VK にて、長期計画をレビューし、必要に応じて改訂する。 
2-10  タジク語及び英語の計画策定マニュアルを作成する。  

(*) 中期計画案には水道料金による収入とその他の財源によって賄われる活動が含まれる。 

(**) 年次財務計画は承認された水道料金収入とその他の財源によって賄われる活動をカバーする。 
 

  (3) アウトプット３の活動 

<準備期間> 
3-1 各 VK にて、従量料金制導入に合わせて会計/料金請求システムを改善する。 
3-2 各 VK の検針員/料金徴収員に対し、検針、住民啓発、顧客対応等に係る研修を行

う。  
3-3 各 VK にて、節水及び従量料金制に係る住民啓発を促進する。 
3-4 従量料金制導入の水消費量への効果を推定するため、ピアンジ VK の給水区域のパ

イロット・エリアにおいて、パイロット・プロジェクトを計画・実施する。 

3-5  各 VK にて、検針員/料金徴収員の作業スケジュール及び配置計画を作成する。 
<移行期間8> 
3-6 各 VK にて、シミュレーションを目的とする検針を行う。 
3-7 各 VK にて、検針した使用水量に基づき各顧客の従量料金制導入後の水道料金を推

計する。  
3-8 各 VK にて、推計した水道料金を顧客に通知し、従量料金制導入の効果に対する理

解を促進する。 
<実施期間> 

3-9 各 VK にて、従量料金制を導入する。 
3-10 各 VK にて、従量料金制に係る活動をモニタリングする。  
3-11 検針員/料金徴収員用のマニュアルを作成する。 

 

  (4) アウトプット４の活動 

4-1 ピアンジ VK にて、既存の運転・維持管理マニュアルをレビューし、改善する。 
4-2 各 VK にて、井戸ポンプの運転日誌を改善/モニタリングする。  
4-3 各 VK にて、塩素注入技術を改善/モニタリングする。 

4-4 各 VK にて、塩素注入設備及び井戸ポンプの維持管理を改善/モニタリングする  

                                                             
7 KMK によれば、独占禁止委員会と合意した料金表が提案した料金表より低くなった場合は、それに合わせて中期計画の内

容を下方修正することになる。 
8 本格的な従量料金制の導入前に、3 カ月間の移行期間を設けた。移行期間は、従来の定額制で料金徴収を行うものの、請求

書には使用水量に基づく料金徴収額をあわせて記載する。これにより、顧客が従量料金制に移行した際の料金が想定できる

ようにするものである。 
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4-5 各 VK にて、配水管の補修を改善/モニタリングする。 
4-6 各 VK 用の運転・維持管理マニュアルを適宜更新する。 

 

 ２－２－６ 投入 

  (1) タジキスタン側の投入  

人員の配置9 

1. プロジェクト・ディレクター：KMK 総裁  
2. 副プロジェクト・ディレクター：KMK 水道部長 
3. プロジェクト・ディレクター補佐：KMK 国際関係部長  

4. 州コーディネーター：ハトロン州 KMK 代表部部長代理 
5. プロジェクト・マネージャー：ピアンジ VK 所長及びハマドニ VK 所長  
6. KMK 本部のプロジェクト・スタッフ：KMK 経済分野計画部長 
7. VK のプロジェクト・スタッフ 

-  ピアンジ  VK 副所長  
- 各 VK の会計主任 
- ハマドニ VK の顧客係長 
- 各 VK のエリア長 

- 各 VK の検針員/料金徴収員 
- 各 VK の給水施設運転・維持管理係 

8. その他、必要に応じ、相互に合意した人員 

土地・建物・設備 

1. プロジェクトの実施に必要な建物・設備 
2. ピアンジ VK 及びハマドニ VK における専門家の執務スペース（エアコンを含む） 
3. その他、必要に応じ、相互に合意した設備 

ローカル・コスト 

1. 供与機材の運転・維持管理費、配水管補修の材料・人件費 
2. 事務・運用経費（タジキスタン側人員の国内旅費を含む） 

 

  (2) 日本側の投入 

専門家（分野） 

1. チーフ・アドバイザー/水道事業運営 
2. 財務  

3. 運転・維持管理 
4. 設計・監督 
5. 顧客対応/業務調整員 
6. その他、必要に応じ、相互に合意した専門家 

                                                             
9 ピアンジ VK 副所長、ハマドニ VK 顧客係長は両 VK 固有のポストである。 
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機材供与  

1. バルク・メーター（ハマドニ VK）  
2. 各戸メーター及び関連する給水管（ハマドニ VK）  
3. パイロット・プロジェクト用の各戸メーター及び必要付属品（ピアンジ VK）  

4. データ管理と会計用パソコン、プリンター/コピー機（各 VK）  
5. その他、必要に応じ、相互に合意した機器材 

研修員受け入れ 

約 10 名の相互に合意した人員 
 

 ２－２－７ 前提条件及び外部条件 

前提条件   各 VK に家具等が整備された専門家チームのオフィスが確保され

る。  

アウトプットの

外部条件  
 プロジェクト活動に影響を及ぼす自然災害/政情不安/経済危機が

起こらない。 

 ピアンジ VK における無償資金協力プロジェクトが当初スケジュ

ールより遅れない。 
 パイロット・エリアの住民がパイロット・プロジェクトに反対し

ない。  

プロジェクト目

標の外部条件 

 プロジェクトによって技術移転を受けたピアンジ VK とハマドニ

VK のプロジェクト・スタッフが大量に離職しない。 
 中期計画でコミットされた投資用資金が、コミットした資金提供

者によって確保される。 

上位目標の外部

条件  
 給水サービス改善に係る政策の優先度が変わらない。 
 各 VK の給水区域に影響を及ぼす自然災害/政情不安/経済危機が

起こらない。 

 中期計画でコミットされた投資用資金が、コミットした資金提供

者によって確保される。 
 

 ２－２－８ 実施スケジュール 

活動の詳細スケジュール、各活動のタジキスタン側の責任者・実施者、担当専門家、その他

の主要な投入は添付の PO（付属資料 1：ミニッツの Annex 2）に示す通り。主なポイントを以

下に示す。 

(1) プロジェクト期間：2015 年 6 月～2020 年 5 月の 5 年間とすることで合意した。ハ

マドニ県での各戸メーター（以下特に記載のない場合は、「メーター」は「各戸メ

ーター」を指す）の設置（2017 年末まで）後、従量料金制導入に伴う各種業務（検

針・料金徴収・料金請求・会計書類の作成、年次財務計画の作成等）の OJT に 2
年を要することを考慮したためである。  
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(2) ピアンジ県における無償資金協力のスケジュールを考慮した活動計画：ピアンジ VK

における活動は、無償資金協力「ハトロン州ピアンジ県給水改善計画（2014 年度～）」

による施設完成（2016 年 9 月を予定）までに行うべき活動（パイロット・プロジェク

ト、検針員研修、会計システム改善、意識啓発等）、完成後に開始すべき活動（従量料

金制導入、施設の運転・維持管理の技術指導等）を整理し、無償のスケジュールと整

合性のとれた活動が行われるよう、計画されている〔ピアンジ VK における無償資金協

力完了時期（2016 年 9 月）は、PO 上では赤線で示されている〕。  

(3) 機材調達のタイミングを考慮した活動計画（アウトプット 1、アウトプット 3）：ハマ

ドニ VK における月間水生産量及び水使用量の計測開始時期（アウトプット 1）、ピア

ンジにおけるパイロット・プロジェクト開始時期（アウトプット 3）、ハマドニにおけ

るメーター検針開始時期（アウトプット 3）は、供与機材の調達・設置にかかる期間を

考慮して、設定している。〔ハマドニ VK におけるメーター設置完了時期（2017 年末）

は、PO 上では青線で示されている〕  

(4) 長期計画の策定時期（アウトプット 2）：長期計画策定時期は、ピアンジの無償資金協

力による施設完成後に設定し（2016 年 10~12 月）、新規施設から得られるデータを活用

できるようにしている。ハマドニについては、この時期は、メーター設置が始まった

ばかりで、メーター検針に基づく水消費量のデータが出そろい、無収水率・推定漏水

量が明らかになるのは、1 年余り後になる（2018 年 1~3 月）。しかし、そこから長期計

画策定を開始すると、中長期計画に基づく事業実施の開始が 2019 年度からとなり、プ

ロジェクト終了（2020 年 6 月を想定）まで十分な時間がないことから、ハマドニにつ

いても、ピアンジと同時期に長期計画を策定することとした〔メーター検針に基づく

データが出そろった後、必要に応じて、長期計画を見直す（活動 2.8、2.9）〕。  

(5) 年次財務計画策定支援（アウトプット 2）：中長期計画に基づく年次財務計画が策定さ

れるのは、2018 年度のものからである。しかし、それ以前の 2016 年度、2017 年度の

年次財務計画についても、2016 年 9 月の無償資金協力竣工後の施設操業/メーター検針

開始（ピアンジ）や 2018 年 1 月のメーター検針開始（ハマドニ）等に備えて予算・人

員が適切に確保されるよう、適宜、プロジェクトで支援を行う（このため、PO 上では、

2016 年度、2017 年度の年次財務計画策定活動が破線で示されている）。 

(6) 検針員/料金徴収員の研修（アウトプット 3）：検針員/料金徴収員の研修は、①プロジェ

クト開始後に行う既存職員対象の研修、②メーター検針開始前に行う新規雇用職員対

象の研修、の 2 回行われる。既存職員対象研修は、ピアンジにおけるパイロット・プ

ロジェクト開始に間に合うタイミングで行う。なお、PO に示す通り、研修は、KMK
の研修センターの既存プログラムを活用することになっている。 

(7) パイロット・プロジェクト(アウトプット 3)：パイロット・プロジェクトの計画・実施

（活動 3.4）の詳細活動には、対象地域の選定、対象顧客への説明と合意取り付け、パ

イロット活動の実施、パイロット結果のとりまとめ、等が想定されている。また、PO
の投入欄に記すように、パイロット・プロジェクトに先立ち、その準備として、メー



タジキスタン国ピアンジ県・ハマドニ県上下水道公社給水事業運営能力強化プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

－16－  

ターの調達・設置が必要である。 

(8) 年間 PO（以下、APO）策定時期：プロジェクトに係るローカル・コストが VK の予算

に反映されるように、APO 案の策定時期を VK の年次財務計画案策定時期に合わせ、

10-12 月としている（PO の活動 0.3 参照）。  

(9) 情報共有ワークショップ/セミナーの開催：プロジェクトの節目において、関係者への

情報共有・普及を目的として、情報共有ワークショップ/セミナーを計 5 回開く予定で

ある（PO の活動 0.9 参照）。ワークショップでは、プロジェクトの取り組みや成果をプ

ロジェクト・スタッフが発表することが期待されている。なるべく多くの現場スタッ

フが参加できるよう、首都ドゥシャンベだけでなく、ピアンジ県・ハマドニ県（ある

いはその近郊）でも開催することになっている。その開催時期は、ピアンジは、無償

施設が完成し、従量制が導入された後、ハマドニにおいては、従量制導入から約 1 年

後を想定している。 

(10) 指標データ入手のための活動（PO の活動 0.10）：具体的には、プロジェクト開始から

半年後をめどに、ベースライン調査を行う。その後は半年ごとの達成度確認に必要な

データを収集・整理する（その結果は、モニタリング・シートにとりまとめられる）。

なお、ベースライン調査に先立ち、プロジェクト・スタッフの能力評価のクライテリ

ア（プロジェクト目標指標 1a）、データ管理チェックリスト（アウトプット指標 1c, 1d）、
及び給水施設の運転維持管理チェックリスト（アウトプット指標 4a）を VK とともに

作成することが必要である。 

 ２－２－９ プロジェクトの実施体制10 

KMK が両 VK の上位組織であること、料金改定にあたっては KMK から独占禁止委員会への

提案が必要であること、及び本プロジェクトの成果に関し将来的には他 VK への水平展開を図

りたいことに鑑み、KMK 総裁をプロジェクト・ディレクターとし、KMK の水道部長を副プロ

ジェクト・ディレクターとする。また、JICA を含むドナーへの対外的窓口として各種調整を行

っている国際関係部長をプロジェクト・ディレクター補佐とする。合わせて、ハトロン州 KMK

代表部長代理を州コーディネーターとし、両 VK へ地理的に近いことを利用し、両 VK の活動

を管理・支援する。その他 KMK からは、年次財務計画の承認、及び料金改定にあたっての独

占禁止委員会への提案など成果 2 に関連する業務を担当する部署である、経済分野計画部の部

長が参加する。 

本プロジェクトの活動の中心は両 VK となることから、両 VK の所長をプロジェクト・マネ

ージャーとする。合わせて、ピアンジ VK 副所長、各 VK の会計主任、ハマドニ VK の顧客係

長、各 VK のエリア長、各 VK の検針員/料金徴収員、各 VK の給水施設運転・維持管理要員を

VK のプロジェクト・スタッフとし、技術移転の対象とする。 

JCC は、プロジェクト・ディレクターである KMK 総裁を議長とし、タジキスタン側の委員

                                                             
10 プロジェクトの組織図は付属資料 1：R/D 案の Annex 3 を参照。 
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は、KMK 水道部長（副プロジェクト・ディレクター）、KMK 国際関係部長（プロジェクト・

ディレクター補佐）、ハトロン州 KMK 代表部長代理（州コーディネーター）、両 VK の所長（プ

ロジェクト・マネージャー）、KMK 経済分野計画部長、及びピアンジ県・ハマドニ県の建設産

業分野副知事（地方政府）とした。 

日本側の委員は、本プロジェクトの日本人専門家、JICA 事務所、及び JICA 本部より適宜選

定する。合わせて、日本大使館からの参加者及びその他相互に合意した者をオブザーバーとす

る。  

プロジェクトのモニタリング・シート作成頻度と合わせ、JCCは年 2 回開催するものとする。  

 ２－２－１０ プロジェクト実施上の留意点 

(1) プロジェクトの定期会合の効果的活用：活動の円滑な実施を促進するために、PO に

示す通り、本件では 3 種類の定期会合の開催が計画されている（下表参照）。 

表 ２－２-１ プロジェクトの定期会合 

種類  タジキスタン側参加者 
（下線は責任者） 

目的  

月例会合  
（VK レベル） 

各 VK において 
所長以下、プロジェクト・スタッフ 

前月の進捗、翌月の計画、

イシュー、解決策の協議 
四半期プロジェクト

会合  
（州 KMK、両 VK）  

KMK 州代表部部長代理、各 VK 所

長、会計主任、エリア長 
前四半期の進捗、翌四半

期の計画、イシュー、解

決策の協議 
半期合同モニタリン

グ会合  
KMK 総裁、KMK 水道部長、KMK
国際関係部長、KMK 州代表部部長

代理、ハマドニ・ピアンジ VK 所長 

JICA 様式に基づく PCM
の指標、PO の進捗のモニ

タリング  
 

プロジェクトの実施にあたっては、上記定期会合を効果的に利用して、内部の連携・

調整ならびにモニタリングを図ることが重要である。専門家（特にチーフ・アドバイ

ザー）の現地派遣中に、定期会合を開催するよういずれかのタイミングを調整するほ

か、専門家派遣中は、より頻繁な定期的な会合をもつことを検討すべきである。（多く

の案件では、専門家派遣中は週例会合により、効果的・効率的なプロジェクト運営を

実現している）。ただし、先方が会議疲れにならぬよう、専門家派遣中の会合のメンバ

ーを絞る、定例会合のタイミングが重なる場合は、統合を考慮するなど、適宜、効率

化を図ることが望ましい。 

(2) 最適なメーター導入方法の検討：本プロジェクトでは、ハマドニ県で約 4,000 個のメー

ターを導入する予定である（PO の活動 1.3b）。プロジェクトの全体進捗に関わる重要

な活動であるため、その最適な導入方法（調査・設計・調達・工事契約・工事監理等

を含む）について、これまでの技術協力プロジェクト等の教訓に基づき検討すること

が望ましい。 

(3) タジキスタン側負担事項の着実な履行：これまでの協力にて、タジキスタン側による

工事の品質が不十分である事例が発生しており、本プロジェクトにおいては専門家チ
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ームが適切に指導を行う必要がある。また、ピアンジ県パイロット地区におけるメー

ター設置工事や、プロジェクト活動に必要な人員・予算の確保等ミニッツに記載の負

担事項が遅れることのないよう、随時モニタリングが必要である。 

(4) カウンターパート（以下 C/P）の選定：タジキスタンでは若年層のロシアへの出稼ぎ比

率が高く、両 VK のスタッフは平均年齢が高い。プロジェクトによる技術移転の効果が

持続的なものとなるよう、技術移転の対象となる C/P の選定においては幅広い年齢層

を対象とするよう留意する。技術移転の対象を分散させることで、高齢層に知識・ノ

ウハウ等が集中することを避けることが望ましい。合わせて、技術が継続されるよう

マニュアルの整備等を行う。なお、本プロジェクトでは２－２－８(9)に記載の通り、

情報共有ワークショップ/セミナーを開催する予定であり、プロジェクトの成果を持続

可能なものとすべく、これらの機会も活用する。 

(5) 本邦研修の活用：本プロジェクトでは、約 10 名の相互に合意した人材に対し、本邦研

修を実施する予定である。KMK 及び両 VK の上層部に対しては、日本の水道経営手法

等を学ぶことで、中長期的視野に基づく給水事業運営の重要性を理解し、円滑な活動

の実施に繋げることが望ましい。また、従量料金制の導入にあたっては住民啓発活動

が重要となるため、顧客対応方法等に関しても本邦研修を通じて学ぶことが望ましい。

これら事項をふまえ、適切な時期に本邦研修を計画するよう留意する。 

(6) KMK の積極的な関与：本プロジェクトでは、中期計画の立案、中期計画に基づく料金

の申請を KMK 及び両 VK で実施することとしている（PO の活動 2.3、2.4）。中期計画

（案）の作成、及び中期計画の最終化を通じ、必要投資額が議論されることとなる。

両 VK にとって投資額不足は深刻な課題であり、これらの活動に KMK を積極的に関与

させることにより、課題に関する認識の共有化、解決策に関する協議等を KMK が行え

るようになることが望ましい。この点に留意し、KMK の積極的な関与を検討する。 

(7) 他ドナーとの連携：経営・財務面等、セクター改革については、世銀、EBRD 他複数の

ドナーが 2000 年代初頭より支援を行っている。現在も、EBRD による RWSCの設立や、

UNDP によるセクター開発方針策定など、他ドナーによる活発な支援が行われており、

ドナー間での活動状況やノウハウの共有は意義が大きいと思われる。コストリカバリ

ーを念頭においた自立的な水道事業の運営を目指すという上水道セクター改善に対す

る大きな方向性は一致しており、本プロジェクトにおいても積極的に他ドナーとの連

携・協調をすすめていくべきである。 
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第３章 第一回詳細計画策定調査時事前評価結果11 

３－１ 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトは妥当性が高いと判断される。 

 ３－１－１ 必要性 

タジキスタンでは、安全な水を利用する人口の比率が国全体で 66%、都市部で 92%、農村部

では 57%に留まっている（2013, UNICEF/WHO Joint Monitoring Programme）。水利用については、

過剰利用、料金未払い、不適切な検針等の問題を抱えているほか、漏水率が平均 50-60%と深刻

であり、汚染された地下水の逆浸出による疫病発生の危険性も懸念されている（「国家開発戦

略（2017-2015）」）。主要原因としては、旧ソ連時代に建設された給水施設の老朽化、独立後の

資金不足による不十分な維持管理、水道事業体の給水事業運営能力の低さ等が挙げられる。本

件は、水道事業体の能力強化を通して給水サービス改善をめざすものであり、タジキスタンの

ニーズに合致しているといえる。 

本件対象地域（ハマドニ VK・ピアンジ VK の給水区域）の位置するハトロン州は、約 270

万人の州人口のうち約 8 割が農村部に居住していると言われ（2010, タジキスタン国家統計局）、

安全な水を利用する人口の比率も 47%と低い（2013, JICA 協力準備調査「ハトロン州ピアンジ

県給水改善計画準備調査報告書」）。我が国では、給水状況の深刻な同州において、ハマドニ県・

ピアンジ県を対象に、上水道セクターの支援を行ってきた。ハマドニ VK・ピアンジ VK の給

水施設の老朽化については、無償資金協力により、大幅に改善された/改善される見込みである。

さらに、無償の完了したハマドニ VK では、個別専門家の技術指導により、施設の運転・維持

管理能力は向上しつつある。しかしながら、給水区域の住民が水を過剰12に使用するようにな

ったため、施設の末端や地盤の高い地域において、特に夏場の給水不良が発生している。その

背景には、メーターが未設置で、料金が定額制であることによる住民の節水意識の希薄さがあ

る。また、無償の対象外となった老朽管からは漏水が頻発している（ハマドニ VK 所長によれ

ば、無償施設完成後、1 年に約 160 件）。ピアンジ VK の給水区域においても、水の過剰利用に

よる夏場の給水不良は大きな問題となっている。給水サービスの改善は、対象地域のニーズに

合致しているといえる。 

ターゲット・グループであるハマドニ VK・ピアンジ VK には無償で増強された/される給水

施設を適切に維持管理し、拡大した/する給水区域に適切な給水サービスを提供しつつ、それに

伴う運営コスト増を新規接続の促進と料金収入増によってカバーするという事業運営が求め

られるが、そのための能力は不十分で、上掲の問題解決にも十分に対処できないでいる。両 VK
の給水事業運営能力強化をめざす本件は、両 VK の組織ニーズに合致したものである。 

                                                             
11 第 5 章以降に記載の通り、本章の評価がまとめられたのち、治安の悪化により活動内容に一部見直しが生じたこと、また時

間の経過により周辺環境に変化が生じたことから、必ずしも最終的なプロジェクト基本計画と完全に整合するものではない

が、今後の参考として本報告書に掲載するもの。 
12 水の浪費および不適切な使用（庭・畑への散水、家畜給水）を含む。 



タジキスタン国ピアンジ県・ハマドニ県上下水道公社給水事業運営能力強化プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

－20－  

 ３－１－２ 優先度 

タジキスタン政府は「国家開発戦略（2007-2015）」において、給水改善を最重要課題の一つ

として位置づけている。また、「上下水道セクター開発戦略(2006-2015)」においては、事業体

の技術・管理分野の人員の能力強化を優先事項の１つに挙げている。VK の給水事業運営能力

強化を通して給水サービス改善を図る本件は、国家開発戦略に合致しているといえる。 

我が国の対タジキスタン国別援助方針（2012 年 12 月）では、地方開発を重点分野に掲げ、

その中に給水改善プログラムが含まれている。同プログラムは特に給水状況が深刻なハトロン

州を対象としており、ハマドニ県・ピアンジ県を対象に上水道セクターの支援を行ってきた〔①

無償資金協力「ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画（第一次：2008-2010 年度、第二次：

2011-2013 年度）」、②技術協力「ハトロン州ハマドニ地区地下水開発のための井戸掘削技術指

導専門家（2012 年度）」、③技術協力「ハトロン州ハマドニ県給水事業運営維持管理技術指導専

門家（2013-2015 年度）」、ならびに③無償資金協力「ハトロン州ピアンジ県給水改善計画（2014
年度-）」〕。本件は、我が国の援助方針と合致する。 

 ３－１－３ 手段としての適切性 

本件の対象地域は前掲のハマドニとピアンジの無償資金協力の給水区域と合致する。本件は、

給水状況の深刻なハトロン州において、無償資金協力の対象である VK の給水事業運営能力強

化をめざすもので、本件の実施により、対象地域における無償資金協力の裨益効果がさらに高

まり、より持続的なものになることが期待される。対象地域及びターゲット・グループの選定

は適切だといえる。 

対象地域/ターゲット・グループの主要課題は、VK の給水事業運営能力の不十分さによる給

水サービスの低下（特に夏場の給水不良）である13。その主要原因は、①給水事業運営に必要

なデータ整備が不十分であること、②給水事業運営計画において中長期的視野が欠落しており、

現行の給水収益では大規模な資本投資を伴う設備更新（老朽管の更新・メーターの設置など）

を行うことが出来ず、結果として、給水施設の劣化・給水サービスの低下を招いてきたこと、

③水道料金が、給水原単位に契約世帯の構成人数を乗じる定額料金制であるため住民の節水意

識が希薄であり、過剰利用につながっていること14、④（特にピアンジ VK において）、給水施

設の適切な運用を行うための運転・維持管理能力が十分に備わっていないこと、がわかった。

本件は、これらの問題に対し、①給水事業運営に必要なデータの整備、②中長期的視野に基づ

く給水事業運営計画の策定（適正な水道料金設定を含む）、③メーター検針に基づく従量料金

                                                             
13 ハマドニ VK では、夏場の給水不良とならんで老朽管からの漏水頻発が主要問題として挙げられ、所長からは、全長 20km
の老朽管のうち、特に優先度の高い老朽管 (6km)の更新を本件に含めてほしいとの強い要望があった。これに対し、調査団

は、本件は技術協力であり、老朽管の更新は枠組外である旨、説明した。なお、技術協力の枠内でできることとして、長期

計画・中期計画に老朽管の更新を含め、新料金による給水収入やその他の財源による更新の可能性を検討することになった。

（参考までに、ハマドニ VK 所長は、無償施設の維持管理コストはともかく、既存老朽管更新という大規模投資のコストを

水道料金に反映させることには消極的である。その理由として、①給水区域の住民は貧しいので大きな値上げをすることは

できない、②予算に余裕があれば、優秀な人材確保のため、まず職員の給料を上げたい、③設備投資コストを水道料金に反

映させている VK はない、を挙げている）。 
14 タジキスタンではメーター設置と従量料金制の導入を政府規定により推奨しているが（Usage of Public Water Supply and 

Sewage Systems in the Republic of Tajikistan, Connection to the Engineering Network and Provision of Public Services, 2011）、ホジ

ャンド、ドゥシャンベ、クルガンチュベなどの大都市を除いて実施されていない。 
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制の導入、及び④給水施設の適切な運転・維持管理によって、両 VK の給水事業運営能力を強

化し、もって、給水サービスの改善の達成を目指すよう設計されており、プロジェクト戦略は

適切である。 

我が国は、安全な水の安定した供給、そのための、中長期視野に基づいた事業運営に関する

ノウハウ・経験を有しており、上水道分野における技術優位性が存在する。日本のこれまでの

協力について、関係機関の評価が高いことから、日本の技術優位性は高いといえる。  

３－２ 有効性 

以下の理由から、本プロジェクトの有効性は確保されると予測される。 

 ３－２－１ プロジェクト目標の内容 

本件のプロジェクト目標は、VK の給水事業運営能力強化を図ることであるが、その指標は

VK 職員の技術能力及び VK の組織能力を測るものから構成されており、目標の内容が的確に

捉えられている。計画値が未定な指標については、プロジェクト開始後、関係者の協議によっ

て設定することになっており、その時期/期限も PDM に明記されている。指標のデータは、プ

ロジェクトの活動あるいは VK の日常業務から入手可能であり、指標入手手段も適切である。

以上から、プロジェクト目標の内容は明確であるといえる。 

 ３－２－２ プロジェクト目標達成の可能性 

妥当性の「手段としての適切性」で示したように、本件のプロジェクト目標及びアウトプッ

トの間には十分な論理的整合性が存在すると判断される。プロジェクト目標の達成には、アウ

トプット達成に加え、①プロジェクトを通して知識・技術を習得した職員が大量離職しないこ

と、また②中期計画でコミットされた投資用資金が、コミットした資金提供者によって確保さ

れること15、が必要である。過去 VK において一度に大量離職したケースがみられないことか

ら最初の外部条件は満たされる可能性が高いと判断される。これらの外部条件は、VK及び KMK
との協議の上設定されており、関係者に適切に認識されている。プロジェクト目標は、アウト

プットが達成されれば、プロジェクト終了時に、プロジェクト実施の効果として達成されると

見込まれる。 

３－３ 効率性 

以下の理由から、本プロジェクトは効率的な実施が見込まれる。 

 ３－３－１ アウトプットの内容 

アウトプットの指標は現実的で、判断基準が明確であり、各アウトプットに関連する活動を

着実に実施することで達成が見込まれるものである。すべての指標データはプロジェクトの活

動あるいは VK の日常業務を通して容易に入手可能で、達成度モニタリングの手段として有効

である。以上から、アウトプットの内容は妥当だと判断される。 

                                                             
15 中期計画において投資の割合がゼロになった場合は、この外部条件は適用外となる。 
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 ３－３－２ アウトプットの達成可能性 

  (1) アウトプットと活動との関係 
プロジェクトの活動はアウトプットごとに設定されており、活動とアウトプットの関係

が明確である。また、アウトプットには、VK 及び KMK 関連部署との一連の協議を通じて、

それぞれ達成に必要かつ十分な活動が計画されている。 

  (2) 投入  
アウトプット達成に必要な投入が確保されると見込まれる。 

   1) タジキスタン側 
 プロジェクト・スタッフ：各VKにおいては、PDM案とPOの活動に基づき、既に具

体的な人員が特定されていることから、プロジェクト開始当初から活動に必要な人

員が配置されると見込まれる。検針員/料金徴収員は、従量制料金導入に伴い増員

が必要になるが、VKはその必要性を十分認識している。実際の新規雇用は、メー

ター検針開始時期に合わせることから、プロジェクト開始後となる。２－２－８(4)

で示したように、VKにおいてメーター検針に係る予算・人員が確保されるよう、

プロジェクトで年次財務計画（人員計画を含む）策定支援を行うことになっており、

適切なタイミングで確保されることが見込まれる。また、本件でデータ管理/会計

システムの改善を図るにあたり、基本的なPCスキルを備えた人員が必要になるが、

この点については、既存職員の中から適切な職員を特定し、プロジェクト開始まで

にKMKにて基本的な研修を受講させることになっている。進捗状況については、

JICAが適宜確認することになっており、専門家着任までには適切に対処されると

見込まれる。なお、人員配置の必要性〔新規人員の雇用、主任技師（Chief of Engineer）
の雇用〕を日本側より申し入れ、ミニッツの主要合意事項に記している。 

 ローカル・コスト：負担の範囲を協議にて確認の上、供与機材の維持管理費、プロ

ジェクト・スタッフの国内旅費・日当等はタジキスタン側負担とすることで合意し、

合意内容をミニッツ及びPDMに示して明確化している。さらに、プロジェクトの

APO案とVKの年次財務計画案の策定時期を合わせていることから、プロジェクト

活動に必要なローカル・コストがVKの予算に適切に計上され、問題なく支出され

ることが期待できる。 

 専門家の執務室・必要設備：現状ではVKにおいて、専門家の執務室/設備が不足し

ていることが懸念事項であり、その整備の重要性を強調するため、本件の前提条件

にも入れている。この点については、タジキスタン側も十分に認識しており、本調

査のミニッツの主要合意事項に、プロジェクト開始までの整備の必要性を記すこと

になった。整備状況については、JICAが適宜確認することになっており、専門家

着任までには適切に対処されると見込まれる。 

   2) 日本側  
 専門家：専門家の分野は、実施機関と協議の上、PDM案/POの活動に基づき特定さ

れている。また、各分野の専門家に期待される活動はPOから明らかである。専門
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家の配置・派遣時期は、POに基づき計画される予定であり、適切さが担保される

見込みである。 

 機材：各VKの保有状況、活用状況、維持管理状況等を確認した上で、PDM案に基

づき、プロジェクト活動に必要な機材の種類が特定されている。具体的な品目・仕

様・数量は、プロジェクト開始後に、専門家チームとVKとの協議の上で決定され

る予定であり、過去の協力の情報も踏まえ、適切に調達される見込みである。機材

調達にかかる期間を見込んでPOの活動スケジュールを計画しており、アウトプッ

ト産出に適切なタイミングで投入が行われると期待される。機材とプロジェクト活

動の関係はPOで明確にされており、調達した機材は有効活用される見込みである。 

 その他：ハマドニにおけるメーターの調査・設置、共同水栓利用状況調査（いずれ

もアウトプット1）には、ローカル・リソースの活用が想定されており、効率的に

アウトプットが達成できると期待できる。 

  (3) 外部条件  
アウトプットが計画通り達成されるためには、①プロジェト活動に影響を与える自然災

害・政情不安・経済危機が発生しないこと、②ピアンジ VK における無償資金協力が当初計

画に比べて遅れないこと、③ピアンジ VK 給水区域のパイロット・エリア住民がパイロッ

ト・プロジェクトに反対しないこと、が必要である。第 1 の条件は予測困難だが、第 2 の条

件については、今のところ進捗に影響を与える阻害要因は存在せず、ハマドニにおける無償

資金協力の例からも、満たされる可能性が高い。また、第 3 の条件についても、ピアンジで

は既に 10 戸を対象にメーター検針を試験導入しているが、顧客から反対が起らなかったこ

とから、満たされる可能性が高い。ただし、対象顧客へ十分な事前説明が必須である。 

 ３－３－３ 他の国際協力との連携 

  (1) 日本の協力 
ハマドニ VK においては、無償資金協力終了後、個別専門家が 2 名〔「ハトロン州ハマド

ニ県給水事業運営維持管理技術指導専門家（水道施設運営維持管理）」（2013-2014 年度）及

び「ハトロン州ハマドニ県給水事業運営維持管理技術指導専門家（水道事業体経営改善）」

（2013-2015 年度）〕派遣されている。本件の実施に際しては、ハマドニ VK において、両

専門家による指導の定着状況を確認した上で技術指導を行う。特に運転・維持管理分野につ

いては、必要な技術指導は完了し、関連マニュアルも整備されていることから、本件では、

専門家によるモニタリングを中心とする。また、ピアンジ VK においても、無償資金協力で

作成される予定の運転・維持管理関連資料をベースにマニュアルを作成する。 

  (2) 他ドナーの協力 
EBRD は、タジキスタン給水セクターに対する改革・支援の一環として、RWSCの設立を

KMK に提案している。RWSC は、4 つ程度の VK をとりまとめ、資産管理、財務管理、技

術指導等を一括して行うための組織であり、 2015 年初めより共和国直轄州内に最初の

RWSCを設立する予定である。KMK によれば、ハトロン州内にはクルガンチュベ及びクリ

ャブの 2 カ所に RWSCの設立が検討されており、ピアンジ VK 及びハマドニ VK も各 RW SC
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の傘下となることが想定されている。具体的な計画はまだ明らかではないが、その進捗に留

意し、本件の目的と照合して有意義な連携を取ることにより、本件の効率性を高めることが

期待される。 

 ３－３－４ その他 

その他、効率性を促進する要因として、VK 間の調整会合、情報共有ワークショップの際に、

VK 間の経験の共有や前述の専門家派遣による指導を受けているハマドニ VK による知識・技

術移転が図られることが挙げられる。また、情報共有ワークショップや調整会合等においてプ

ロジェクトの取り組みや成果を VK 自身が発表することが想定されているが、これにより、彼

らのプロジェクトへの理解やオーナーシップ意識が深まることが期待される。プロジェクト目

標の達成度確認のため、プロジェクト開始後に、プロジェクト・スタッフの能力評価を実施し、

その後も定期的にモニタリングすることになっているが（指標 1a）、これにより能力向上が目

に見える形になり、各自のモチベーション向上につながると期待される。 

３－４ インパクト 

以下の理由から、本プロジェクトは正のインパクトが見込まれる。 

 ３－４－１ 上位目標達成の見込み 

本件の上位目標はハマドニ VK・ピアンジ VK の給水区域において、配水量の不均衡、水道

施設の整備不足、顧客対応の不足等の解消を図ることにより、給水サービスを改善することで

ある。その指標は①給水サービスの主要課題である給水不良の改善度を、給水区域住民の苦情

件数の変化で測るもの、及び②給水サービス改善に必要な中長期視野に基づく事業運営がプロ

ジェクト後も持続しているかどうかを、第 2 次中期計画に基づく事業運営が行われているかど

うかをもって測るものであり、上位目標の内容が的確に捉えられている。最初の指標の計画値

は未設定だが、プロジェクト 2 年目の第 1 次中期計画策定時に明確化されることになっており、

適切な値が定められることが期待される。指標のデータは、プロジェクトを通して、VK の通

常業務から入手できるようになることが想定されており、入手手段も適切である。よって、上

位目標の内容は明確であるといえる。 

また、本件は VK の給水事業運営能力強化による給水サービス改善を目的としており、上位

目標及びプロジェクト目標の間には論理的整合性が存在する。本件の取り組みにより、水の有

効利用や給水施設の適切な維持管理が促進されることから、給水不良に関する苦情は減少する

とみられる。ただし、第 2 次中期計画については、現状、VK に策定義務がないことから、協

力後に、確実に策定されるよう、協力期間中に関係者に十分必要性を認識させる必要がある。

本件の実施を通して、中長期的視野に基づく計画策定の経験が蓄積されるとともに、中長期計

画が事業運営に有効であることが実証されれば、継続の可能性は高まると思われるが、注視が

必要である。 

上位目標達成には、外部の要因として、①給水サービス改善に関する政策が中断しないこと、

②各 VK 給水区域に影響する自然災害・政情不安・経済危機が発生しないこと、③中期計画で

コミットされた投資用資金が、コミットした資金提供者によって確保されること、に注意が必
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要である。こうした外部条件は KMK 及び VK との協議の上設定されており、関係者に適切に

認識されている。 

以上から、上位目標は、本件の効果として、プロジェクト終了後に概ね発現すると予測され

る。  

 ３－４－２ その他のインパクト 

メーター検針に基づく従量制導入により、住民の節水意識の向上、合理的な水利用が促進さ

れると見込まれる。現時点で、特記すべき負のインパクトは予測されないが、新料金表設定時

には、料金値上げにより、給水区域の貧困層に悪影響がでないよう十分な配慮が必要である。

また、本件においては、中期計画策定時に、水道料金に設備更新に係る投資コスト（の一部）

を反映させることも検討されるが、KMK 傘下の VK において、設備更新等の投資コストを水道

料金に反映したケースは現時点ではないため、場合により、給水区域の住民に不公平感を生じ

る可能性があることに留意が必要である。 

３－５ 持続性 

以下の理由から、本プロジェクトは一定の持続性は確保される見込みである。  

 ３－５－１ 政策・制度面 

タジキスタン政府は「国家開発戦略（2007-2015）」において、給水改善を最重要課題の一つ

として位置づけている。2011 年には「飲料水供給法」を制定し、さらに同年、国会決議により

承認された「公共下水道利用規定」において、メーター設置と従量料金制の導入を推奨してい

る。給水サービス改善への法的・政策的支援は継続すると思われる。 

 ３－５－２ 組織・財政面 

組織面では、VK は脆弱である。職員の多くは正規職員であり、雇用は安定しているが、一

部職員が 60 代と高齢であり、協力終了後も引き続き勤務するかどうか不透明である。本件で

中期計画を策定するにあたり、高齢者の退職に備えた人員配置・人材育成戦略を明確にする必

要があろう。財政面では、本件は、中長期計画を踏まえた適正な水道料金が設定され、持続的

な給水事業運営に必要な給水収益が得られるようになることを目指している。大規模投資を伴

う設備更新コストについては、給水サービスによる収益以外の財源が必要になる可能性がある

が、中期計画では、その割合を明らかにし、財源を検討・特定することになっている。しかし

ながら、新料金の設定には独占禁止委員会の合意が必要であり、同委員会が新料金案に合意す

るかどうかは不確実であるため、プロジェクト実施期間中に同委員会とも適切にコミュニケー

ションをとっておくことが肝要である。また、その他の財源確保の見通しも、現時点では明ら

かではない。予算不足から中期計画の当初案が下方修正される可能性もある。財政面の持続性

は、現時点で、不明確である。 

なお、３－３－３で記したように、本件の協力期間中に、ハトロン州内に 2 カ所の RWSCが

設立され、両 VK はその傘下となる可能性がある。RWSC の下、傘下の VK の資産管理、財務

管理、技術指導等は一括して行われることになるため、その場合、組織・財政面での持続性は
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高まると期待される。 

 ３－５－３ 技術面 

本件では、先行案件を通じて効果的であるとが実証された OJT を中心とした技術移転を実施

する。プロジェクトの開始後に、VK のプロジェクト・スタッフの能力評価が行われることに

なっており、各自の職種・階層・技術レベルに応じた技術移転が可能になる見込みである。ま

た、OJT 後、VK を主体とした実施（＋専門家によるモニタリング）期間が十分に計画されて

おり、データ管理、従量料金制、運転・維持管理の各分野において、プロジェクト終了までに、

関連スタッフに、自力で関連活動を継続する能力が着実に身につくと期待される。マニュアル

も策定されることから、協力終了後においても、習得した技術・スキルの定着や引き継ぎが容

易になると見込まれる。ただし、中長期計画については、これまで単年の計画策定しか経験の

ない VK にとって新しい概念である上、プロジェクト期間中の策定プロセスが一度しかない。

PO では、計画策定は OJT とし、計画の修正が必要になった場合は、VK を主体とすることを想

定しているが、考え方の定着及び関連知識・ノウハウの習得には、手厚いサポートが必要にな

ろう。持続性に鑑み、中長期計画の内容自体も地方の小規模な VK の能力に見合ったものにす

ることが望まれる。 

本件の活動は、基本的に、VK の本来業務であり、協力終了後も、本件で習得した技術・ス

キルは活用されると見込まれる。マニュアル類は、両 VK における経験に基づき、所長ならび

に関連職員の参加により作成され、さらに現場適用によるフィードバックを経て最終化・更新

される。このため、実用性が高いものになり、引き続き活用される可能性が高い。ただし、中

長期計画については、３－４－１の繰り返しとなるが、現状では、VK に策定義務はなく、協

力終了後の継続性に懸念が残る。本件の実施を通して、中長期的視野に基づく計画策定・修正

の経験が蓄積されるとともに、中長期計画が事業運営に有効であることが実証されれば、継続

の可能性は高まることが期待される。 

VK に供与される機材は、給水事業運営に必要不可欠であり、プロジェクト終了後も引き続

き活用される可能性が高い。また、供与機材は操作及び日常の維持管理に専門的なスキルを必

要としない。主要機材のうち、ハマドニ VK 用のメーターは日本から調達予定だが、現場の給

水管の口径に合わせたものを供与するため、取り換えが必要になった際、輸入による調達以外

に、現地で入手可能なメーターを利用することも可能である。それ以外は、概ね現地調達の予

定であり、現地で部品・消耗品の購入や修理が可能である。また、機材の維持管理に必要な費

用は、プロジェクトを通して、中長期計画に基づく年次財務計画に計上され、適切に確保され

るようになることが期待されている。 
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第４章 プロジェクト実施の背景 

４－１ ピアンジ上下水道公社（ピアンジ VK）の上水道事業の現状と課題 

 ４－１－１ ピアンジ VK の上水道事業の概要 

  (1) ピアンジ VK の上水道事業の現状 
ピアンジ VK の過去 3 年間及び 2014 年（ 9 月現在）の上水道事業の主要指標実績を表  ４

－１-１に示す。現在、ピアンジ VK ではピアンジ町の人口（9,700 人）の約 67%（ 6,500 人）

に給水しているのみであるが、ピアンジ町と隣接 3村ならびに北部 3村の一部を対象とした、

無償資金協力事業による給水施設の整備が開始されたところである。 

表 ４－１-１ ピアンジ VK の主要指標実績（2011 年～2014 年 9 月現在） 

No. 主要指標  2011 年  2012 年  2013 年  2014 年  
（9 月現在） 

1 顧客数  1,802 1,811 1,808 1,812 
2 年間料金請求額（ｿﾓﾆ/年）  258,000 236,124 315,500 336,112 

3 年間料金徴収額（ｿﾓﾆ/年）  262,200 236,000 316,700 336,112 

4 料金徴収率（%）  101.6 100.2 100.4 100.0 

5 対象人口  9,865 9,860 9,700 9,700 
6 給水人口  6,500 6,500 6,500 6,500 

7 給水率（%）  65.9 65.9 67.0 67.0 

8 給水時間（hr）  10 10 16 16 

9 水生産量（m3/日）  1,217 1,045 1,045 1,045 
10 水消費量（m3/日）  1,216 1,045 1,045 1,045 

11 メーター設置顧客数  20 20 20 20 

12 メーター設置率（%）  1.1 1.1 1.1 1.1 

13 無収水率（%）  N/A N/A N/A N/A 
14 平均水道料金収入（ｿﾓﾆ/m3）  0.4 0.6 0.7 0.75 

15 平均水生産ｺｽﾄ収入（ｿﾓﾆ/m3）  0.4 0.6 0.7 0.75 

16 ｺｽﾄﾘｶﾊﾞﾘｰ率  100 100 100 100 

17 従業員数  17 15 16 18 
18 1,000 栓当たりの従業員数  9.4 8.3 8.8 9.9 

19 苦情件数  30 40 38 N/A 

20 苦情処理件数  40 40 38 N/A 
出典：KMK の質問票回答及びピアンジ VK への聞き取り調査結果から調査団が作成 
 

 

 顧客数  
過去 3 年間の顧客数は 1,810 栓前後を推移しており、配水管網の拡張による顧客数の増

加もなく現状維持の状態にある。 

 料金徴収率  
料金徴収率は 100%を保っており、良好な料金徴収が行われている。 
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 給水率  

給水率は 67%に留まっている。地区センターのピアンジ町のみならず、周辺村落への

給水サービスの拡張が求められている。 

 給水時間  
ピアンジ VK の敷地内にある井戸には特別に 24 時間の配電がなされおり、事故の場合

を除いて 24 時間給水が可能であるが、電力料金の節約から 10～16 時間の時間給水を実

施している。  

 メーター設置率と無収水率 

公共・政府施設や商工業独立企業の一部にはメーターが設置されているが、メーター設

置率は 1.1%と極めて低い。一般家庭では、実験的に 4 年前に 10 軒の家庭にメーターを

設置して、その効果を検証している。現地調査で訪問した家庭は 11 人家族で、メータ

ーを設置することにより水道料金が半分になり、メーター設置を大歓迎している（写真

1.）。必要なメーターの検定に関しては、毎年クルガンチュベの Tajik Standard（公社）

に自費で持って行き、3 年連続で検定を受けているが、それでもメーターを設置した方

が安いとのことで、顧客の一部ではあるが、既にメーター設置のメリットを十分に理解

している住民がいる。 

  
写真 1. 4 年前に実験的に 11 人家族の 

  家庭に設置したメーター 

写真 2. レストランに設置されて 

いるメーター 

 

現状では水源井戸に流量計がなく、顧客メーターもほとんど設置されていないため無収

水率の測定は出来ないが、無償資金協力事業の竣工時には、井戸に流量計が設置され、

顧客メーターも全戸に設置される計画となっており、正確な無収水率の測定体制が整う

ことになる。 

 コストリカバリー率 

運営維持管理費のコストリカバリーは、既に過去 3 年間ともに達成されている。しかし

ながら、水道料金で設備投資費を賄うことは出来ていない。 

  (2) ピアンジ VK の組織  
図  ４－１－１にピアンジ VK の組織図を示す。2014 年 9 月現在、18 名となっている。

Director、Deputy Director、Chief Accountant の 3名が KMKからの派遣であるが、Deputy Directo r 
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は、現在病気療養中とのことで不在である。水質分析担当者（Lab staff）は、ピアンジ衛生

疫学センターの職員を非常勤として雇用しているため、人数のカウントが 0.5 人となってい

る。  

 
出典：ピアンジ VK への聞き取り調査結果から調査団が作成 

図 ４－１－１ ピアンジ VK の組織図 

 

 ４－１－２ 無償資金協力事業の概要 

無償資金協力事業は、ピアンジ町、隣村 3 村（シャクマット村、イモン･マシュラボフ村、

ハッサンシェロブ村）ならびに北部 3 村（サンマルトイ村、サンマルトイ 2 村、トウディシャ

イク村）の一部に給水サービスを実施するための給水施設の整備を行うものである。図  ４－

１－２にピアンジ町ならびに対象村落の位置図を示す。  

凡 例 
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出典：タジキスタン共和国ハトロン州ピアンジ県給水改善計画準備調査報告書（2013 年 JIC A） 

図 ４－１－２ ピアンジ町ならびに対象村落の位置図 
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また、図  ４－１－３にピアンジ町と隣村 3 村、ならびに図  ４－１－４に北部 3 村の給水施

設全体配置計画図を示す。 

 
図 ４－１－３ ピアンジ町と隣村 3 村の給水施設全体配置計画図 

 

 
図 ４－１－４ 北部 3 村の給水施設全体配置計画図 

出典：タジキスタン共和国ハトロン州ピアンジ県給水改善計画準備調査報告書（2013 年 JIC A） 
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無償資金協力事業の事業内容 

無償資金協力事業では 2020 年を目標年次として、ピアンジ町と隣村 3 村で 24,091 人、北部

3 村で 5,263 人、の合計 29,354 人を給水人口として計画している。表  ４－１-２に無償資金協

力事業の事業計画と施設・機材計画を示す。  

表 ４－１-２ 無償資金協力事業の事業計画と施設・機材計画 
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出典：タジキスタン共和国ハトロン州ピアンジ県給水改善計画準備調査報告書（2013 年 JIC A） 
 

住民へ給水するための給水装置（各戸給水栓）については表  ４－１-３に示す様に、計画目

標年次（2020 年）の想定世帯数に接続できる配管材料（6,082 世帯分）を調達、供与する計画

となっている。なお、給水装置の接続工事については、配水管の分岐からメーターの設置工事

までは日本側、メーター以降の民地側の工事はタジキスタン側の責務となっている。 
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表 ４－１-３ 給水装置調達・供与計画 

 竣工年（2017 年）  計画年次（2020 年）  

ピアンジ町と隣接 3 村  4,796 世帯  5,226 世帯  
北部 3 村  831 世帯  856 世帯  

合計  5,627 世帯  6,082 世帯  

出典：タジキスタン共和国ハトロン州ピアンジ県給水改善計画準備調査報告書（2013 年 JIC A） 
 

無償資金協力事業のスケジュール 
無償資金協力事業のスケジュールは、図  ４－１－５に示すとおり、配水管網新設工事は 2016

年 9 月竣工予定となっている。 

 
出典：JICA 資金協力業務部（なお、現段階での工程であり、変更となる可能性がある） 

図 ４－１－５ 無償資金協力事業の配水管網工事スケジュール 

 

 ４－１－３ 水道料金と水道料金請求・徴収の現状 

表  ４－１-４にピアンジ VK の現行の水道料金表と 2014 年 9 月現在の利用者区分別顧客数を

示す。水道料金は、KMK が 2008 年以降ほぼ 2 年毎に国家独占禁止委員会に値上げを申請して

承認を得たもので、2014 年 7 月 1 日に改訂されている。水道料金値上げの申請は KMK が直接

行っており、決定した水道料金を KMK が各 VK に通達してくる仕組みとなっている。 
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表 ４－１-４ ピアンジ VK の水道料金表と利用区分別顧客数（2014 年 9 月現在） 

利用者区分 
単価  

(TJS/m3) 

メーターがない 
場合の見做し 
月間使用水量 

(m3/月) 

月間水道料金 
(TJS/月) 

顧客数  
(2014年 9月現在) 

公共水栓を使用している

一般家庭  
0.75  1.5/人  

(50 ㍑ｘ30 日) 
1.13/人  1,745 

個別給水の一般家庭 0.75 2.8/人  
(95 ㍑ x30 日) 

2.14/人  

公共・政府施設 1.40 - - 27 
商工業独立企業 2.40 - - 40 

出典：ピアンジ VK への調査団の聞き取り調査結果から調査団が作成 
 

水道料金体系は既に従量制になっているが、メーターがない場合は、KMK の規程16に従って

一人当たりの見做し月間水使用量で計算し、家族の人数分を乗じた金額を顧客に請求している。 

なお、公共・政府施設や商工業独立企業の一部、ならびに実験的に設置した 10 軒の一般家

庭では、従量制で料金の請求・徴収が行われている。ピアンジ VK の Director は、毎年メータ

ー検定を受けなければならないことを十分認識しているが、便宜上、期限を過ぎても現状では

そのまま使用している。 

料金徴収人の現状と追加人材募集について 

水道料金は、毎月、料金徴収人が各戸を訪問して現金で徴収している。徴収した現金は、週

1 回銀行に預けるまで料金徴収人が一時的に保管する仕組みになっている。料金徴収人は 1 年

毎の契約で雇用しており、サラリーは徴収した料金の 10%となっている。10%の歩合給は給与

水準としては高いため、人材募集センター（Population Center）の公募には応募者が多く、直ぐ

に補充できているとのことである。また、これまでに契約で雇用した料金徴収人によるお金の

持ち逃げ・紛失はないとのことであり、タジク人のモラルの高さに驚かされる。 

現在、図  ４－１－１のピアンジ VK の組織図に示す様に、2 名の料金徴収人が業務を行って

いる。無償資金協力事業の完成後には 9 名の増員が必要とされており17、本技術協力プロジェ

クトにおいて、募集の支援ならびに料金徴収人の訓練・指導を行う必要がある。 

 ４－１－４ 財務状況とコストリカバリーの課題 

KMK 傘下の他 VK と同様に、ピアンジ VK でも運転維持管理だけの年間財務計画書（損益計

算書）を KMK に毎年提出し、四半期毎に実績を報告している。財務的には KMK に料金収入

の 8%を上納金として納めているが、KMK からの財政的支援はない。2014 年の年間財務計画書

（損益計算書）を表 ４－１-５に示す。  

 

                                                             
16 Communal water supply and sewerage usage rules of the Republic of Tajikistan, Rules of connection to network and provision of 

communal services 
17 タジキスタン共和国ハトロン州ピアンジ県給水改善計画準備調査報告書（2013 年 J ICA）P35 
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表 ４－１-５ ピアンジ VK の 2014 年の年間財務計画書（損益計算書） 

金額（ｿﾓﾆ） 比率（%）
336,112 100.0%
224,142 66.7%

 2. 公共・政府施設 70,320 20.9%
 3. 商工業独立企業 41,650 12.4%

336,112 100.0%
159,720 47.5%

 2. 社会保障積立金（人件費の25%） 39,930 11.9%
 3. KMKへの上納金（収入の8%） 26,889 8.0%
 4. 地下水利用税 34,600 10.3%
 5. 減価償却費 3,316 1.0%

   6-1  電力料金 11,720 3.5%
   6-2  燃料費 6,000 1.8%
   6-2  材料費・施設維持管理費 32,000 9.5%
   6-5  その他諸費用 21,937 6.5%
     労務安全対策費 6,000
　　消防設備費 656
     諸手当 3,460
　　研修費 1,000
　　銀行手数料 3,000
　　通信費 700
　　購読費 1,400
　　交際費 748
　　環境美化費 400
　　水質試験委託費 852
　　文房具 752
　　その他雑費 2,969

当期損益 0 0.0%

項　目

 6. 運転維

持管理費

78.7%

21.3%

収入の部

 1. 一般家庭

支出の部

 1. 人件費

 
出典：ピアンジ VK からの資料を調査団が編集 
 

上記の 2014 年の財務計画書でも水道料金収入で運転維持管理費を賄うようになっており、

コストリカバリーがなされている。 

収入は料金収入のみであり、支出に占める割合は人件費が 47.5%、社会保障積立金（人件費

の 25%で全支出額の 11.9%）、KMK への上納金（8.0%）、地下水利用税（10.3%）、減価償却費

（1.0%）で、合計 78.7%が固定費として支出されている。このため、運転維持管理費として使

用できるのは料金収入の僅かに 21.3%となっている。 

更に、運転維持管理費の内、必要な電力料金（3.5%）、燃料費（1.8%）、その他諸経費（6.5%）

を除く施設の修繕やリハビリに使用できる「材料費・施設維持管理費」は、僅かに 9.5%（32,000
ｿﾓﾆ：約 70 万円18）しかなく、漏水管補修の対処が精一杯で、計画的な老朽管の更新や配水管

網の拡張のための費用（Investment）の確保は極めて困難な状況にある。 

なお、KMK では料金収入を維持管理費にあて、Investment はドナー等その他の財源から拠出

                                                             
18 1.0 ｿﾓﾆ＝約 22.0 円で計算（2014 年 11 月現在） 
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することとしている19。現状、KMK 傘下の VK では Investment を含んだ料金設定にしているも

のはない。KMK によると、本来は Investment も含むべきだと認識しているが、独占禁止委員

会が許可しない、とのことであった。 

 ４－１－５ 上水道施設維持管理の現状と課題 

上水道施設の維持管理は、図  ４－１－１のピアンジ VK の組織図に示す様に、Head of Area
をリーダーとして、ポンプ運転員 3 名、配水管修繕工 3 名、電気工 1 名、溶接工 1 名、塩素注

入作業員 1 名と水質分析を担当するピアンジ衛生疫学センターの非常勤の職員（0.5 名）で、

日常の維持管理業務が行われている。 

ピアンジ VK の敷地内の井戸ポンプには 2 交代制でポンプ運転員が配置されているが、電力

料金の節約のため運転時間を日中だけに制限している。ピアンジ VK の事務所にはポンプ運転

員が常駐しており、顧客からの苦情・漏水情報等の電話連絡を受け、それらの情報を関係部署

に連絡することになっている。 

漏水管の補修は配水管修繕工 3 名が担当している。配水管網が古いため詳細な配水管網図は

現存していない。今後、無償資金協力事業竣工後に引き渡される竣工図の保管、ならびにその

後の修繕記録の作成・保管方法について、本技術協力プロジェクトで訓練・指導を行っていく

必要がある。 

また、無償資金協力事業の竣工後は、給水施設が一新されるとともに配水区域が拡張される

ことから、維持管理員の増員が必要となる。これら増員された運転員を管理するためには、Chief 
Engineer を配置することが望ましい。本技術協力プロジェクトの実施に当たり、PO に則り、適

宜人材を雇用する必要がある。 

 ４－１－６ 人材育成の現状と課題 

ピアンジ VK 職員の研修は、KMK 本部の研修センターで不定期に実施される研修コースに参

加して行われている。研修費用としてピアンジ VK の 2014 年の年間財務計画書では 1,000 ｿﾓﾆ

（22,000 円）が計上されている。 

KMK 本部の研修セクターでは、上水道セクター関連の研修コースとして、2012 年には配水

管修繕/水質分析、2013 年には料金請求・徴収/水道技術を実施しており20、各 VK でコースを選

定して有料で参加している。 

 ４－１－７ 従量制料金制度導入のパイロット・プロジェクト候補地の現状 

協議の結果、無償資金協力事業の竣工に先立ち、パイロット・プロジェクトを本技術協力プ

ロジェクトで実施することとした。パイロット・プロジェクトの目的は、従量制料金制度導入

のための検針・料金請求・徴収に関する訓練、経理担当職員の訓練、及びメーター設置前後で

                                                             
19 Program for development of housing and communal services of the Republic of Tajikistan for the period 2014-2018 years Chapter 6, 7
参照。 

20 別添資料 セクターサーベイ報告書「第２章 ２－２(4) KMK の研修センターの現状」参照。 
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の水使用量の変化を分析すること等である。 

対象戸数は 100 軒程度とし、既存の給水管にメーターと止水栓を設置して、実際の水消費量

に基づく料金の請求・徴収をスムーズに行うための事前準備と位置付け、顧客データベースの

整備を含め、PCを活用したシステムの構築を図る。なお、料金請求に際しては既存の料金表を

用いることにする（パイロット・プロジェクトのために料金表を更新することはしない）。 

本詳細計画策定調査でパイロット・プロジェクト候補地の選定には至らなかったが、ピアン

ジ町内の既存の一般家庭の 1,745 軒の中から、専門家チームがピアンジ VK と協議して実施し

やすい場所を選定することとする。また、無償資金協力事業の竣工に先立って実施するため、

メーターと止水栓は現地調達品を使用し、竣工予定（2016 年 9 月）の 6 カ月前（2016 年 3 月）

までに設置を完了し、パイロット・プロジェクトを実施する。なお、メーターと止水栓の調達

は専門家チーム、設置はピアンジ VK の責務となっている。 

図  ４－１－６に既存のピアンジ町の配水管網の範囲を示す。パイロット・プロジェクトで

設置された給水メーターと止水栓は、無償資金協力事業で新規の給水管が設置された後は、取

り外して予備品として活用する。  

 
出典：タジキスタン共和国ハトロン州ピアンジ県給水改善計画準備調査報告書（2013 年 JIC A） 

図 ４－１－６ ピアンジ VK の既存の配水管網範囲 

既既存存配配水水管管網網範範囲囲  
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４－２ ハマドニ上下水道公社（VK）の上水道事業の現状と課題 

 ４－２－１ ハマドニ VK の上水道事業の概要 

  (1) ハマドニ VK の上水道事業の現状 
ハマドニ VK では、2007 年～2013 年 6 月まで無償資金協力事業が実施され、モスクワ町

と近隣のメハナバッド・ジャモアットの 2 村（グロボット村とナヴァバッド村）の一部を対

象に上水道施設整備が行われた。過去 3 年間及び 2014 年 9 月現在までの上水道事業の主要

指標実績を表  ４－２-１に示す。 

表 ４－２-１ ハマドニ VK の主要指標実績（2011 年～2014 年 9 月現在） 

No. 主要指標  2011 年  2012 年  2013 年  2014 年  
（9 月現在） 

1 顧客数  1,855 2,871 3,917 4,000 

2 年間料金請求額（ｿﾓﾆ/年）  258,000 280,500 395,100 544,849 

3 年間料金徴収額（ｿﾓﾆ/年）  258,000 280,500 395,100 540,845 

4 料金徴収率（%）  100.0 100.0 100.0 100.0 

5 対象人口  18,300 19,200 20,300 28,870 

6 給水人口  8,300 10,600 17,734 28,870 

7 給水率（%）  45.3 55.2 87.3 100.0 

8 給水時間（hr）  10 10 12 12 

9 水生産量（m3/日）  1,346 1,658 1,806 5,292 

10 水消費量（m3/日）  1,150 1,492 1,506 3,705 

11 メーター設置顧客数  0 0 180 78 

12 メーター設置率（%）  0 0 4.6 1.9 

13 無収水率（%）  N/A N/A N/A N/A 

14 平均水道料金収入（ｿﾓﾆ/m3）  0.4 0.6 0.7 0.75 

15 平均水生産ｺｽﾄ収入（ｿﾓﾆ/m3）  0.4 0.6 0.7 0.75 

16 ｺｽﾄﾘｶﾊﾞﾘｰ率  100 100 100 100 

17 従業員数  20 22 24 31 

18 1,000 栓当たりの従業員数  10.7 7.6 6.1 7.7 

19 苦情件数  N/A N/A N/A N/A 

20 苦情処理件数  N/A N/A N/A N/A 
出典：KMK の質問票回答及びハマドニ VK への聞き取り調査結果から調査団が作成 

 
 顧客数 

無償資金協力事業の竣工に従って、顧客数は 2011 年の 1,855 栓から 2014 年 9 月には

4,000 栓まで増加している。 

 料金徴収率 
料金徴収率は 100%を保っており、良好な料金徴収が行われている。  



タジキスタン国ピアンジ県・ハマドニ県上下水道公社給水事業運営能力強化プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

－40－  

 給水率  

給水率は 100%となっているが、ハマドニ VK による給水区域に関する明確な定義は無

い21。  

 給水時間  
ハマドニ VK の敷地内にある井戸には特別に 24 時間の配電がなされおり、事故の場合

を除いて 24 時間給水が可能であるが、電力料金の節約から 10～12 時間の時間給水を行

っている。  

 メーター設置率と無収水率 

メーター設置率は 1.9%と極めて低い。公共・政府施設、商工業独立企業の一部にはメ

ーターが設置されており従量制になっている。一方、一般家庭では 2013 年夏の無償資

金協力事業竣工後、ハマドニ VK により 102 世帯にメーターが設置されたが、1 年間の

内にほとんどが凍結等で破損し機能しなくなっている。このため、本技術協力プロジェ

クトではメーターの凍結対策を講じる必要がある。 

 コストリカバリー率 
運営維持管理のコストリカバリーは、既に過去 3 年間ともに達成されている。  

  (2) ハマドニ VK の組織  
図  ４－２－１にハマドニ VK の組織図を示す。2014 年 9 月現在、職員数は 31 名となっ

ている。Director、Chief Engineer、Chief Accountant の 3 名が KMK からの派遣であるが、Chief 
Engineerが現在欠員となっており Head of Areaがカバーしている。水質分析担当者（Lab staff）
は、ハマドニ衛生疫学センターの職員を非常勤として雇用している。 

 
図 ４－２－１ ハマドニ VK の組織図 

                                                             
21 例えばモスクワ町では、町の全域が VK による給水区域ではなく、配水管が敷設されている場所の周辺のみを対象として

VK は給水を行っている。 
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 ４－２－２ 上水道施設の現状と課題 

  (1) 無償資金協力事業による上水道施設整備の概要 
事業対象地区 

無償資金協力事業の対象地区は、モスクワ町と近隣 2 村（メハナタバッド・ジャモアッ

トのグロボット村とナヴァバッド村）の一部である。図  ４－２－２に対象地区の位置図を

示す。 

 
出典：タジキスタン共和国第二次ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画事業化調査報告書（J IC A 2010 年） 

図 ４－２－２ 無償資金協力事業の対象地区の位置図 

計画水需要 
無償資金協力事業では、対象地区の計画給水人口、計画 1 日平均使用水量、計画 1 日平

均給水量、1 日最大給水量を表  ４－２-２のように設定している。 

計画 1 日平均使用水量の算定では、モスクワ町の 1 人 1 日当たりの水使用原単位は 150L/
人/日（0.15m3/人/日）、2 つの村落の水使用原単位は 55L/人/日（0.055m3/人/日）として計算
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している。また、計画 1 日平均給水量は有効水量を 70%（漏水率を 30%）として計算して

いる。1 日最大給水量は 1 日平均給水量の 25%増として施設の設計を行っている。  

表 ４－２-２ 計画水需要 

対象地区  
計画給水人口  
（2013 年）  

計画 1 日平均使用水量

（m3/日）  
計画 1 日平均給水量

（m3/日）  
計画 1 日最大給水量

（m3/日）  
モスクワ町  22,230 22,230x0.15=3,335 3,335÷0.7=4,764 4,764x1.25=5,955 
メハナタバッド・ジ

ャモアットの 2 村  
6,6,40 6,640x0.055=370 370÷0.7=528 528x1.25=660 

合計  28,870 3,705 5,292 6,615 
出典：タジキスタン共和国第二次ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画事業化調査報告書（J IC A 2010 年） 
 

無償資金協力事業の協力内容 
無償資金協力事業の協力内容を表  ４－２-３に示す。モスクワ町では新規井戸の建設（ハ

マドニ VK 敷地内に 3 本）、配水管布設工事（φ50～250mm, L=32.2km）、共同水栓の設置（57
カ所）、給水管 1,335 カ所の管材料供与（L=4.7km、 1,575 個の蛇口）となっている。また、

近隣 2 村では、既存井戸の洗浄と水中ポンプの設置、配水管布設工事（φ 100～ 250mm,  
L=14.5km）、共同水栓の設置（65 カ所）を行っている。 

表 ４－２-３ 無償資金協力事業の協力内容 

 
出典：タジキスタン共和国第二次ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画事業化調査報告書（J IC A 2010 年） 
 

  (2) 上水道施設の課題 
モスクワ町の既存老朽配水管の更新 

無償資金協力事業では、限られた予算で町全体の給水状況を効率的に改善するため、モ

スクワ町の配水管整備に関し、現状（当時）で給水が良好・普通とされる地区では、そのま
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ま既存配水管を使用し、給水状況の悪い南西部地区と北東部地区を中心に既存配水管を更新

する方針で事業が実施された。 

しかしながら、モスクワ町の配水管網は 1965～1977 年の約 10 年間に布設され、老朽化

が進んでおり、管種も約 7 割がアスベスト管（ACP）で残りが亜鉛メッキ鋼管（GP）であ

るため、最近の 1 年間で 160 件の漏水事故が既存配水管で発生している。水圧低下と夏場の

水不足の原因の一つとなっており、既存配水管の更新が大きな課題となっている。図  ４－

２－３にモスクワ町の既存配水管と新設配水管の位置図を示す。一方、ハマドニ VK では独

自に既存老朽配水管の更新路線の優先順位を選定している（表  ４－２-４参照）。  

表 ４－２-４ 既存老朽配水管の更新路線の優先順位 

 
 

本技術協力プロジェクトでは、メーター設置による過剰な水利用の解消と従量制料金制

度に基づく水使用量に応じた適正な水道料金の徴収により、水道サービスの改善を図る予定

である。合わせて、長期計画及び中期計画の立案を通じ、施設更新・設備投資に関する計画

立案能力を強化する予定である。これら中・長期計画の立案を通じ、水道料金の値上げや他

の財源からの投資の検討も含め、既存配水管更新の資金捻出方法について検討していく必要

がある。 

＜既存老朽配水管更新の試算＞ 
ここで参考として、現行の水道料金のままで既存老朽配水管の更新を行った場合の必要

な所要期間を試算してみると、以下のように約 110 年かかることになり、水道料金の値上げ

が絶対的に必要な要件となっている。 

既存老朽配水管の想定更新コスト：50022ｿﾓﾆ/m x 6,070m = 3,035,000 ｿﾓﾆ 
1 年間に使用出来る材料費・施設維持管理費：27,63523ｿﾓﾆ/年  
必要な所要期間：3,035,000 ｿﾓﾆ÷27,635 ｿﾓﾆ/年  = 110 年  

 

                                                             
22 既存老朽管配水管の 1m 当たりの想定更新単価。 
23 後述する表 ４－２ -６ ハマドニ VK の 2014 年の年間財務計画書（損益計算書）参照。年間の材料費・施設維持管理費（27,635
ｿﾓﾆ/年）を全額既存老朽配水管の更新に投入したと仮定した場合。 



タジキスタン国ピアンジ県・ハマドニ県上下水道公社給水事業運営能力強化プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

－44－  

モスクワ町の夏場の水不足とメーター設置の必要性 

モスクワ町では、一般家庭及び公共水栓にメーターが設置されていないため、一部では

水が垂れ流しになっている。また、住民は夏場には水道水を家庭菜園や家畜の水やりにも利

用しており、計画をはるかに上回る水量が使用され、夏場の水不足が深刻な問題となってい

る。よって、本技術協力プロジェクトでは、全戸にメーターを設置し、過剰な水利用を解消

し、水不足の解消を図っていく必要がある。 

メハナタバッド・ジャモアットの井戸の水質問題 

メハナタバッド・ジャモアットの 2 村の水源井戸であるケンジャ・アブドル井戸は、無

償資金協力事業で既存の井戸を洗浄して新規に水中ポンプを設置している。2 村では給水施

設として 66 カ所の共同水栓を設置しており、戸別給水はしていない。 

井戸の水質に関し、無償資金協力事業計画時の水質検査では全く問題はなかったが、竣

工後、住民から水質に関する苦情が相次いだ。ハマドニ VK Directo r によると、現在は飲料

水として使用されておらず、生活用水としてのみ使用されている。450 名の住民がハマドニ

県庁に陳情に行ったとの情報もあり、今後、状況を見ながら慎重に対応していく必要がある。

なお、2014 年 6 月の瑕疵検査時に JICA が行った水質検査でも、飲料水基準上は問題がない

ことが確認されている。 

 ４－２－３ 水道料金と水道料金請求・徴収の現状 

2014 年 7 月 1 日付で改訂された、ハマドニ VK の現行の水道料金表と利用者区分別顧客数を

表  ４－２-５に示す。メーターがない場合の見做し月間水使用量は、モスクワ町の一般家庭の

場合、無償資金協力事業時の計画水需要では 150L/人/日となっているが、現状の料金請求・徴

収では、水使用量の少ない村落部の規定値（95L/人/日）を採用している。  
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出典：調査団作成 

図 ４－２－３ モスクワ町の既存配水管と新設配水管の位置図 

 

凡例 

既存配水管の範囲 



タ
ジ

キ
ス

タ
ン

国
ピ
ア
ン

ジ
県
・
ハ

マ
ド
ニ
県

上
下
水
道

公
社
給
水

事
業
運
営

能
力
強
化

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

 

詳
細

計
画

策
定

調
査
報
告

書
 

－
46－

 

 

出典：タジキスタン国ハトロン州ハマドニ県給水事業運営維持管理技術指導（水道施設運営維持管理）専門家業務完了報告書（2014 年 9 月 JICA） 

図 ４－２－４ ハマドニ VK によるモスクワ町の既存配水管更新優先路線 
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表 ４－２-５ ハマドニ VK の水道料金表と利用者区分別雇用数（2014 年 9 月現在） 

利用者区分  単価  
(TJS/m3) 

メーターがない場合の  
見做し月間使用水量  

(m3/月) 

月間水道料金  
(TJS/月) 

顧客数  
(2014 年 9 月現在) 

公共水栓を使用している  
一般家庭  

0.75 1.5/人  
(50Lｘ30 日) 

1.13/人  134 
(公共水栓数) 

個別給水の一般家庭  0.75 2.8/人  
(95Lx30 日) 

2.14/人  3,790 

公共・政府施設  1.40 - - 28 
商工業企業  2.40 - - 48 

出典：ハマドニ VK での調査団の聞き取り調査結果から調査団が作成 
 

共同水栓の節水対策 

ハマドニ VK では、夏場の水不足の原因の一つである公共水栓からの無駄水の節水対策に

頭を痛めている。また、従量料金制の導入に当たり、共同水栓からの使用水量を把握する必

要があり、本技術協力プロジェクトで共同水栓の利用状況等を調査する必要があることを共

通認識として確認した。現在、機能している公共水栓の数は、モスクワ町で 68 カ所、近隣

の 2 村で 66 カ所の合計 134 カ所となっている。 

公共水栓の無駄水対策に関し、ハマドニ VK Directo r の考えでは、モスクワ町の公共水栓

を利用している家庭の集合住宅には下水排水施設がないため、戸別給水による改善は難しい。

近隣 2 村の村落部では各戸に下水排水施設があるので、節水対策として個別給水に切り替え

ることは可能である。本技術協力プロジェクトでは、住民への節水啓蒙活動の実施ならびに

上記の現状調査の結果から適切な共同水栓の運用方法を提案していく必要がある。 

料金徴収人の現状と顧客データベース整備の必要性 

ハマドニ VK も料金徴収人は 1 年毎の契約で雇用しており、サラリーは徴収した料金の

13%となっている。現在、6 名の料金徴収人がいる。13%の歩合給は給与水準としては高い

ため、人材募集センター（Population Center）の公募には応募者が多く、直ぐに補充できて

いるとのことである。料金の徴収は、ピアンジ VK と同様に、毎月、料金徴収人が各戸を訪

問して現金で徴収している。 

本技術協力プロジェクトでは、料金徴収人に対するメーター設置後の従量制料金制度に

基づいた料金請求・徴収の訓練・指導を行うとともに、スムーズな料金請求・徴収ならびに

無収水率の測定を行うために、PC を活用した顧客データベースの構築を図っていく必要が

ある。 

 ４－２－４ 財務状況とコストリカバリーの課題 

KMK 傘下の他の VK と同様に、ハマドニ VK でも運転維持管理だけの年間財務計画書（損益

計算書）を KMK に毎年提出し、四半期毎に実績を報告している。表  ４－２-６に 2014 年の年

間財務計画書を示す。 
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表 ４－２-６ ハマドニ VK の 2014 年の年間財務計画書（損益計算書） 

金額（ｿﾓﾆ） 比率（%）
526,788 100.0%
419,780 79.7%

 2. 公共・政府施設 72,667 13.8%
 3. 商工業独立企業 16,280 3.1%
 4. その他収入（携帯電話のｱﾝﾃﾅ基地局設置料） 18,061 3.4%

526,788 100.0%
253,548 48.1%

 2. 社会保障積立金（人件費の25%） 63,387 12.0%
 3. KMKへの上納金（収入の8%） 41,581 8.0%
 4. 地下水利用税 21,358 4.0%
 5. 減価償却費 9,700 1.8%

   6-1. 電力料金 47,433 9.0%
   6-2 燃料費 38,320 7.3%
   6-3 材料費・施設維持管理費 27,635 5.2%
   6-4 その他諸経費 23,826 4.5%
　　労務安全対策費 2,287
　　諸手当 1,783
　　研修費 1,200
　　銀行手数料 8,970
　　通信費 1,800
　　購読料 900
　　文房具 1,650
　　薬品備品代 900
　　交際費 600
　　環境美化費 250
　　その他雑費 3,486

当期損益 0 0.0%

74.0%

26.0%

 6. 運転維

持管理費

項　目

収入の部

 1. 一般家庭

支出の部

 1. 人件費

 
出典：ハマドニ VK からの資料を調査団が編集 
 

年間財務計画書は、当年度の料金収入予測から支出がバランスするように Directo r が作成し

ている。支出に占める割合は、人件費が 48.1%、社会保障積立金（人件費の 25%で全支出額の

12.0%）、KMK への上納金（8.0%）、地下水利用税（4.0%）、減価償却費が（1.8%）で、合計 74.0%
が固定経費として支出されている。このため、運転維持管理費として使用できるのは料金収入

の僅かに 26.0%となっている。 

更に、運転維持管理費の内、必要な電力料金（9.0%）、燃料費（7.3%）、その他諸経費（4.5%）

を除く施設の修繕やリハビリに使用できる「材料費・施設維持管理費」は、僅かに 5.2%（27,625
ｿﾓﾆ：約 60 万円24）しかなく、漏水管補修の対処が精一杯で、計画的な老朽管の更新や配水管

網の拡張のための費用（Investment）の確保は極めて困難な状況にある。 

 ４－２－５ 上水道施設維持管理の現状と課題 

上水道施設の維持管理は、図  ４－２－１のハマドニ VK の組織図に示す様に、Head of Area
をリーダーとして、ポンプ運転員 5 名、配水工 5 名、水道技術員（施設建設・管理）1 名、電

気工 1 名、溶接工 1 名、塩素注入員 1 名、掘削機運転員 1 名、運転手 1 名、清掃員 1 名と水質

                                                             
24 1.0 ｿﾓﾆ＝約 22.0 円で計算（2014 年 11 月現在） 
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分析を担当するハマドニ衛生疫学センターの非常勤の職員 1 名の合計 19 名で、日常の維持管

理業務が行われている。  

ハマドニ VK の水道施設運営維持管理については、2013 年 10 月 3 日～12 月 2 日（61 日間）

と 2014 年 5 月 4 日～8 月 29 日（118 日間）の合計約 6 カ月間にわたって、技術指導専門家が派

遣され、派遣期間中に表  ４－２-７に示す職種別の技術指導が実施されている。 

特に、既存配水管の漏水修理については、2013 年 9 月～2014 年 7 月の 10 カ月間に発生した

100 件の漏水事故について、漏水修理位置図（図  ４－２－５参照）と修理結果記録（表  ４－

２-８参照）の作成指導を行っており、これらの資料は前述したハマドニ VK による、既存配水

管更新優先路線選定の有用な資料となっている（表  ４－２-８、図  ４－２－４参照）。  

また、同専門家により、上水道施設運営維持管理に係る下記のマニュアル25が作成されてお

り、これらを活用してハマドニ VK の職員の指導を継続して行い、維持管理の状況をモニタリ

ングする。なお、追加的に更に必要なマニュアルがあれば、本技術協力プロジェクトで作成す

ることとする。 

① 塩素注入マニュアル（タジク語版/日本語版）  
② 配水管維持管理マニュアル（ロシア語/英語版） 
③ 給水管接続マニュアル（ロシア語版/日本語版） 

なお、ピアンジ VK 同様ハマドニ VK に関しても、本技術協力プロジェクトの実施に当たり、

PO に則り Chief Engineer を雇用する必要がある。 

                                                             
25 タジキスタン国ハトロン州ハマドニ県給水事業運営維持管理技術指導（水道施設運営維持管理）専門家業務完了報告書（2014
年 9 月 JICA）参照 
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表 ４－２-７ 技術指導専門家（水道施設運営維持管理）に職種別技術指導の内容 

 

出典：タジキスタン国ハトロン州ハマドニ県給水事業運営維持管理技術指導（水道施設運営維持管理）専門家業務完了報告書（2014 年 9 月 JICA） 
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出典：タジキスタン国ハトロン州ハマドニ県給水事業運営維持管理技術指導（水道施設運営維持管理）専門家業務完了報告書（2014 年 9 月 JICA） 

図 ４－２－５ モスクワ町の既存配水管漏水修理位置図（2013 年 9 月～2014 年 7 月） 
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表 ４－２-８ 既存配水管の漏水修理結果一覧表（1/2） 

 

出典：タジキスタン国ハトロン州ハマドニ県給水事業運営維持管理技術指導（水道施設運営維持管理）専門家業務完了報告書（2014 年 9 月 JICA） 
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表 ４－２－８ 既存配水管の漏水修理結果一覧表（2/2） 

 

出典：タジキスタン国ハトロン州ハマドニ県給水事業運営維持管理技術指導（水道施設運営維持管理）専門家業務完了報告書（2014 年 9 月 JICA） 
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維持管理の今後の課題 

今後、ハマドニ VK では既存老朽配水管の更新が維持管理の最大の課題となってくる。よ

って、維持管理技術の向上のみならず、更新工事発注に必要なエンジニアリング・デザイン、

工事監理についての技術の習得が必要である。 

現在、更新工事の発注に係る作業は KMK 本部が行っており、VK にはエンジニアリング・

デザインや工事監理を担当する部署がなく技術者もいないため、本技術協力プロジェクトで

は、組織編制と共に更新工事に携わる技術者を養成していく必要がある。 

 ４－２－６ 人材育成の現状と課題 

ハマドニ VK 職員の研修は、ピアンジ VK の職員と同様に、KMK 本部の研修センターで不定

期に実施される研修コースに参加して行われている。研修費用としてハマドニ VK の 2014 年の

年間財務計画書では 1,200 ｿﾓﾆ（約 26,000 円）が計上されている。 

KMK 本部の研修セクターでは、上水道セクター関連の研修コースとして、2012 年には配水

管修繕/水質分析、2013 年には料金請求・徴収/水道技術を実施しており26、各 VK でコースを選

定して有料で参加している。 

                                                             
26 別添資料 セクターサーベイ報告書 「第２章 ２－２(4) KMK の研修センターの現状」参照。 
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第５章 第二回詳細計画策定調査団の派遣27 

５－１ 調査の経緯と目的 

2014 年 10 月から 11 月にかけて実施した詳細計画策定調査において、プロジェクトの基本計画

について付属資料 3：第一回詳細計画策定調査時 Minutes of Meeting の通り合意した。しかし、2015
年 3 月以降、タジキスタン及びその周辺地域の治安悪化を受けて、タジキスタン国においても安

全対策が強化され、特にプロジェクトサイトを含むアフガニスタン国境沿いにおける日本人の活

動が厳しく制限されることとなった。 

かかる事情を踏まえ、日本人専門家の限定的な投入（プロジェクト対象地域（ピアンジ県、ハ

マドニ県）における活動の原則禁止、必要性・緊急性の高い事由に対する最低限の投入のみとす

る）の下で、実施可能かつ両 VK の給水事業運営能力強化に寄与する協力内容を、すでに合意し

た協力内容を基に再検討する必要が生じた。  

再検討にあたり、プロジェクト内容の検討に必要な情報の収集、および先方政府との協議を目

的として第二回詳細計画策定調査(以下、第二回調査)を実施した。 

５－２ 調査団構成 

担当事項 氏名  現地調査期間 

総括（地球環境部水資源第一チーム） 田村 えり子 
2016 年 2 月 24 日  

～2016 年 3 月 3 日  

上水道計画（地球環境部国際協力専門員）  讃 良  貞信 
2016 年 2 月 21 日  

～2016 年 3 月 3 日  

協力企画（地球環境部水資源第一チーム） 浅 野  倫矢 
2016 年 2 月 21 日  
～2016 年 3 月 3 日  

 

５－３ 調査日程 

Date 総括（田村）  上水道計画（讃良）  協力企画（浅野）  

22 日（月） 4:30 

13:00 

15:00 

 ドゥシャンベ着  

JICA タジキスタン支所訪問、安全対策ブリーフィング  

面談  「Bars Consulting」（JICA 事務所）  

23 日（火） 9:00 

10:30 

14:30 

16:00 

Cesvi 訪問  

Consumers Union 訪問）  

OJSC “Tojikkommunproekt”  訪問  

クルガンチュベに移動 

                                                             
27本章に記載されている情報は、第二回計画策定調査の結果がまとめられた 2016 年 4 月時点のものである。 
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24 日（水） 8:00 

9:30 

 

14:00 

ピアンジに移動 

無償資金協力「ハトロン州ピアンジ県給水計画」のコンサルタ

ント及び施工業者との面談ならびに工事現場の視察  

クルガンチュベに移動 

25 日（木） 4:30 ドゥシャンベ到着 7:30 ドゥシャンベに移動  

9:30 CAIConsulting 訪問  

 

 

11:00 

 

安全対策ブリーフィン

グ（JICA 事務所）  

11:30 

13:00 

 

16:30 

協議に向けた団内打合せ（JICA 事務所）  

KMK、ハマドニ VK 所長及びピアンジ VK 所長とのキックオフミーティング 

調査背景説明、技術協力概要説明、プロジェクト再検討方針について協議（KMK 事務所） 

EBRD訪問  

26 日（金） 9:00 M/M（案）、R/D（案）について協議（KMK 事務所）  

27 日（土）  M/M（案）、R/D（案）について団内協議 

28 日（日）  報告資料作成  

29 日（月） 9:00 

11:00 

13:30 

クルガンチュベに移動 

クルガンチュベの KMK Regional Office 及びクルガンチュベ VK 視察。  

ドゥシャンベに移動、報告資料作成  

1 日（火） 9:00 

14:00 

17:00 

M/M（案）、R/D（案）について継続協議（KMK 事務所）  

Minutes of Meeting 署名（KMK 事務所）  

在タジキスタン日本国大使館報告（日本大使館） 

2 日（水） 9:00 

11:30 

13:30 

JICA タジキスタン支所への報告  

空港へ移動  

離国   
 

５－４ 調査結果概要 

 ５－４－１ 本プロジェクトの内容（ピアンジ県・ハマドニ県共通） 

  (1) 協力内容見直しの背景と内容 
2014 年 11 月に実施した詳細計画策定調査において付属資料 3：第一回詳細計画策定調査

時 Minutes of Meet ing の通り合意した協力内容を、第二回調査までの間に見直すこととなっ

た背景を説明し、その見直し内容について以下(ア)から(ウ)のとおり合意した。  

① 見直し後の協力においては、最も重大かつ緊急性の高い課題である夏場の給水不良地域

の削減、無償資金協力による建設施設の有効活用に向けて注力的に取り組むこと 

② 具体的な協力の内容は、付属資料 4：第二回詳細計画策定調査時 Minutes of Meeting の通

りとすること 

③ 今般の見直しに伴って見送られた、中長期計画に基づいた給水事業経営及び料金改訂、

ハマドニ VK における給水区域全域への従量料金制の導入については、治安回復後、再
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度実施を検討すること。 

  (2) プロジェクト期間 

活動内容の見直しによる活動規模の縮小に伴い、プロジェクト期間を最初の専門家派遣

後 5 年間から 3 年間に短縮することで合意した。 

  (3) プロジェクトサイト 
両 VK の給水域は第一回詳細計画策定調査後約 1 年間で特に変化がないことを確認し、付

属資料 4：第二回詳細計画策定調査時 Minutes of Meeting の通りとすることで合意した。 

  (4) タジキスタン国家政策  
中期的国家開発計画「National Development St rategy(2007-2015)」について、後継となる中

期的国家開発計画（2016-2020）を策定中で、ロシア語ドラフト版のみが共有されているこ

とを確認した。 

  (5) タジキスタン側の実施体制 
前回合意時から、KMK 国際関係部長（プロジェクトディレクター補佐）及びピアンジ

VK 所長（プロジェクト・マネージャー）が交替していることを確認した。ただし、実施体

制については前回合意の通りとし、付属資料 4：第二回詳細計画策定調査時 Minutes of 
Meeting の通りとすることで合意した。 

  (6) プロジェクトの実施体制 

前回合意時と比較して活動が一部縮小されたことに伴い、財務担当の専門家投入を見送

ることで合意した。これ以外の実施体制については、概ね前回合意時より変更はなく、付属

資料 4：第二回詳細計画策定調査時 Minutes of Meeting の通りとすることで合意した。 

ただし、安全管理の観点から本プロジェクトによって派遣される JICA 専門家は、JICA 安

全管理室の安全対策方針及び措置に則り、ピアンジ・ハマドニ両県での宿泊をせず、また両

県への往訪を最小限にとどめるよう渡航計画を策定し、1 ヶ月ごとに JICA 本部及びタジキ

スタン支所に提出する必要がある。そのため、拠点をプロジェクトサイトに比較的近い都市

に設置し、具体的にはクルガンチュベに専門家のオフィスを設置することを KMK と確認し

た。なお、安全対策措置に係る費用（武装警護や通信手段の確保など）は日本側の負担とす

る。  

  (7) 両 VK の人員雇用に係る取組状況 

前回調査時に要求した技術主任については、両 VK において雇用されていることを確認し、

引き続き運転維持管理及び従量料金制導入に伴う要員増に対応する予算確保と雇用を進め

ることで合意した。特にピアンジ VK は「ハトロン州ピアンジ県給水計画」（以下、ピアン

ジ無償）の竣工後の業務量増加に対応するために、本プロジェクト開始前の人材確保が必要

であることから、4 名の北部 3 村における運転維持管理要員ならびに 3 名の検針及び料金徴

収員を本プロジェクト開始までに雇用することで合意した。 

  (8) VK 職員の PC操作能力向上に係る取組状況 
データ管理及び会計・請求システム担当者についてハマドニ VK においては 2 名（チーフ
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アカウント及びチーフエンジニア）、ピアンジ VK においては 3 名（顧客担当長、人事担当

及び料金徴収員）が責任者として任命され、PC 操作能力に係る研修が実施されていること

を確認した。 

  (9) 現地再委託先の検討 
本調査団は以下 5 つの業務について現地再委託先を調査し、調査先の実績実施能力につ

いて表  ５－４－１  現地再委託の検討に係る調査結果表のとおり、各業務に対して再委託先

として適切であると判断できる組織が存在することを確認した。 

① 両 VK における住民に対する従量料金制の理解促進 

② 両 VK における住民の節水意識向上に関する意識啓発活動 

③ ハマドニ VK における共同水栓の状況調査と運用方法の検討 

④ ハマドニ VK における各戸メーター設置に関する調査・設計・施工監理 

⑤ ハマドニ VK における各戸メーター設置に関する施工 

なお、業務④及び⑤について、本調査を通して再委託先として適切であると判断できる

組織の存在を確かめることができたため、先述の通りハマドニ VK における従量料金制の導

入を、協力内容の見直し案として提案するに至っている。 

上記 5 つの業務に検針員及び料金徴収員の指導を加えた 6 業務については日本人専門家

の活動を補うために現地のコンサルタント及び建設業者への再委託を検討することを合意

した。ただし、設計及び施工監理については JICA 専門家によって助言を受ける。  

なお、現地再委託先についても渡航措置の対象であることに留意し、必要な安全対策措

置が実施されることを確認したうえで委託契約を交わすこととする。 

表 ５－４－１ 現地再委託の検討に係る調査結果表 

[P,K(*)]住民に対する従量料金制の理解促進
[P,K]住民の節水意識向上に関する意識啓発活動

[K]共同水栓の調査及び運用方法の検討

[K]各戸メーター設置工事の調査・設計・施工監理
[K]各戸メーター設置工事の実施

Cesvi 国際NGO ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○
消費者組合
（Consumers’
Union）

ローカルNGO ◎ ◎ ◎ ◎

CAIC(Central
Asia
International
Consulting)

ローカルコン
サルタント

◎ ◎ ◎ ○

Bars
Consulting Ltd

ローカルコン
サルタント

△ △ △ △

"Tojikkommunpr
oekt" OJSC

ローカルコン
サルタント

○ ○ ◎

(*) PはピアンジVK、KはハマドニVKにおける実施
◎：再委託として適切　○：経験は少ないが適切　△：不適切　無印：対象外

調査先

再委託業務内容

組織系統
組織の信
頼度
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  (10) 各戸メーターの導入に関連する事項 

   1) メーター検定の頻度改訂に係る KMK の取組状況 
KMK が検査機関である標準計量認証検査庁（Agency for Standard izat ion, Metro logy, 

Certificat ion and Trade Inspection）と、ピアンジ無償にて調達されたメーター検定の頻度短縮

について交渉し、すでに以下の検定プロセスとなることを合意したこと、現在は KMK から

検査機関に対する手数料の支払いについて交渉中であることを確認した。 

① ドゥシャンベにおいて、15%のメーターが検査機関による検定を受ける 

② ①の検定結果が受理されれば、検査機関がピアンジ県にスタッフを送り、残りのメ

ーターを検査する 

③ ②の検査が満たされれば、検査機関がすべてのメーターに不正防止用のワイヤー及

び金具を取り付ける 

④ メーターの設置を開始する 

⑤ 設置から 2 年後、検査機関が 2～3%のメーターについて検定する 

⑥ ⑤の検定結果が良好であれば、次の検定はその 3 年後となる 

また、ピアンジ無償において①から③までのプロセスを 2016 年 5 月末までに終えるこ

とで合意した。 

   2) メーターの不正防止措置 
タジキスタン検査機関によって検定されたメーターは、同検査機関によって不正防止の

ために、メーターが分解されていないことを証明するワイヤーが、取り付けられている。具

体的にはメーターの上蓋側と下蓋側それぞれあいた孔にワイヤーを通し、ワイヤー取付けの

時期を刻印した金具によって留められる。一般的に日本製のメーターにはワイヤーを通せる

孔がない。ピアンジ無償においても、検査機関と KMK の間でその対応が協議されており、

ごく最近までメーターの設置が進まない一因となっていたことがわかった。 

ピアンジ無償では、管との接続部付近の孔と、上蓋側の検針用蓋とのつなぎ部分の孔を

利用することで、KMK と検査機関との間で合意されたことを確認したが、本プロジェクト

においてハマドニ VK へ日本製のメーターを設置する場合に、あらかじめ不正防止用の孔を

2 カ所確保できるよう仕様書に盛り込む必要があるため、留意することとする。 

   3) 各戸メーターの盗難被害可能性 
ピアンジ無償によって導入されているメーターボックスには特別な盗難対策が施されて

いないうえ、より公道に近い箇所に設置されていることを確認した。したがって、各戸メー

ターが設置後に盗難される可能性があると考えられ、本プロジェクト実施への影響が懸念さ

れる。これに対応するため、本プロジェクトの中で適切な盗難被害対策を実施する必要があ

る。  

また盗難リスクは、ハマドニにおいて各戸メーターを設置する場合についても同様に存

在するため、メーターボックス設置にあたっては、あらかじめ盗難対策を施す。 
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   4) 各戸メーターの所有権 

タジキスタンにおいては、一般的に各戸メーターは VK の財産である一方、その管理責任

は顧客にあるとされている。 本調査団は、ピアンジ無償によって導入されるメーターにつ

いても同様に、VK の財産となることを確認した。したがって、メーターが故障した場合に

は VK がその修理費用を支払う必要があることを説明したうえで、メーターの修理費用や更

新費用を補うために、将来的にメーター貸出料を水道料金に上乗せすることを提案した。  

  (11) 冬季における掘削を伴う工事 

タジキスタン側より、PO の策定にあたっては、掘削を伴う工事が冬季に実施されないよ

う考慮する必要があると提言があった。これは冬季には土が凍るために掘削作業が進まず、

活動の遅れにつながるリスクがあるためである。本調査の時点では、冬季に工事が実施され

ることは想定していないが、ハマドニ VK において各戸メーターの設置が遅れた場合、同工

事が冬季と重なりさらなる活動の遅れとなる可能性があるため、留意する必要がある。 

  (12) EBRD による Regional Water and Sewage Company（以下、RWSC）の設立状況 
EBRD と面談し、2016 年 1 月より北部及び中央部にそれぞれ１つずつの RWSC が設立さ

れ、運営開始に向けてシステムを構築中であることを確認した。今後の当面の取り組みは先

行している 2 つの RWSC の運営開始に向けた取り組みと、ハトロン州を含めた 2 つ RWSC

設立としており、本プロジェクトの C/P であるピアンジ、ハマドニ両 VK は対象に含まれて

いないため、ただちに本プロジェクトに影響することはないと考えられる。 

 ５－４－２ 本プロジェクトの内容（ピアンジ県） 

  (1) ピアンジ VK における運転維持管理のマニュアル 
ピアンジ VK に運転維持管理に関するマニュアルが存在しないこと及びピアンジ無償の

ソフトコンポーネントとして同マニュアルの計画がないことを確認した。これを受けて、

成果 5 の活動として、ピアンジ VK における運転維持管理マニュアルの作成を加えること

とした。  

  (2) ピアンジ VK における顧客との契約締結状況 

ピアンジ無償による各戸メーターの設置が終わるまでメーターの識別番号を含めた契約

書を結べないとの理由により、ピアンジ VK は顧客との契約作業を進めていないことが判明

した。調査団は、顧客と契約を結ばない限り、ピアンジ無償によって導入される給水システ

ムを用いた給水サービスを提供できないことをタジキスタン側に説明し、2016 年 8 月中旬

までにすべての顧客と契約を締結することで合意した。また調査団は、ピアンジ VK に対し

て、本契約手続き開始前に、契約書の作成と住民への内容説明を進め、メーター設置と同時

に本契約を結ぶことを求め、先方の理解を得た。 

  (3) ピアンジ無償の工期及び給水開始時期 
ピアンジ無償のコンサルタント及び施工業者、2016 年 8 月末までにタジキスタン側負担

工事を含めて完工し、給水を開始できる見込みと説明を受けたが、本調査団は、以下 5 点に

ついて工期及び給水開始時期の遅れにつながるリスクとなると判断した。このうちタジキス

タン側の責任において実施される 1)から 4)については、それぞれ 1)2016 年 8 月中旬、2)2016
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年 5 月末、3)2016 年 6 月末、4)本プロジェクトの開始までに実施されることとして、タジキ

スタン側と合意した。 

   1) 顧客との契約 
５－４－２(2)で記載の通り。 

   2) 検査機関による各戸メーターの検定 
５－４－１(3)で記載の通り。 

   3) タジキスタン側による給水管の接続工事 
タジキスタン側による給水管接続工事のための施工業者について、KMK はすでに入札を

行っており、本工事のための予算が執行され次第工事が開始できる状態であること、2016
年 3 月に予算が執行される見込みであると、KMK とピアンジ無償のコンサルタントとの間

で共有されていることを確認した。但し、今後どの程度のペースで接続が進むかは不透明で

あり、日本側による進捗の確認が必要である。 

   4) 運転維持管理に係る人材の雇用 
５－４－１(6)で記載の通り。 

   5) 井戸の掘削及び揚水試験 
ピアンジ町に掘削予定の井戸について 4 基中 2 基については揚水試験まで完了している

一方で、2 基は現在掘削中の段階である。この揚水試験で問題があった場合、工期の遅れに

つながるおそれがある。 

ピアンジ無償の工期及び給水開始の遅れは本プロジェクトの活動にも影響するため、

JICA タジキスタン支所に定期的な進捗の確認を依頼した。 

 ５－４－３ 本プロジェクトの内容（ハマドニ県） 

  (1) ハマドニ VK における各戸メーターの設置 
ハマドニ VK において、500 個の各戸メーターならびに付随のメーターボックス及び給水

管を日本側負担で導入することで確認した。また、4000 中 500 の顧客に各戸メーターを設

置することで、水使用量の抑制及び各戸メーター設置の影響評価を図ることを確認した。加

えて、メーターの故障を防ぐため、凍結対策が施される必要があることを合意した。 

  (2) ハマドニ VK における一部に従量料金制を導入する場合の、対象となる顧客の選定方針 

ハマドニ VK において従量料金制を導入する顧客は、水の使用量と位置を鑑みて、JICA
専門家とハマドニ VK 及びハマドニ県の行政組織が共同して決定することで確認した。 

  (3) ハマドニ VK におけるバルク流量計 
ハマドニ VK からの共有により、無償資金協力「ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画」

において導入されたバルク流量計 4 つのうち、2 つ（モスクワ町及び近隣の村において設置

された流量計 1 つずつ）が機能していない状態であり、ハマドニ VK が原因を把握できてい

ないことが分かった。各井戸の生産量を正確に測定し、無収水率の計算及び井戸の運転維持

管理などに活用するため、本プロジェクトの中で、スクリーンの設置有無など設備の状況を
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確認の上でバルク流量計が機能していない原因を究明し、導入するバルク流量計の数を決定

することを合意した。 
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第６章 第二回詳細計画策定調査結果28 

６－１ プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、タジキスタン国ハトロン州ピアンジ県上下水道公社（以下、ピアンジ VK）

及びハマドニ県上下水道公社（以下、ハマドニ VK）において、①VK の給水事業運営に必要なデ

ータの整備、②VK 経営の関係者の水道事業経営能力の強化（住宅サービス公社（以下、KMK）
他中央政府関係機関  を含む）、③ピアンジ VK における従量料金制の定着、④ハマドニ VK の一

部顧客に対する従量料金制の導入、及び⑤給水施設の適切な運転・維持管理を通して、給水事業

運営能力の強化を図り、もって両 VK の給水区域における給水サービスの改善を目指すものであ

る。  

６－２ プロジェクト・デザイン 

 ６－２－１ 基本事項 

プロジェクト名 ピアンジ県・ハマドニ県上下水道公社給水事業運営能力強化プロジ

ェクト  

対象地域  ハトロン州ピアンジ県ピアンジ VK 及びハマドニ県ハマドニ VK の

給水区域29 

ターゲット･グループ 直接受益者：ピアンジ VK、ハマドニ VK、KMK、独占禁止委員会

及び標準計量認証検査庁の関連職員 
間接受益者：ピアンジ VK・ハマドニ VK の給水区域の住民（約 58,000
人）  

プロジェクト期間 2017 年 3 月～2020 年 2 月の予定（日本人専門家の派遣開始日から 3
年間）  

相手国側実施機関 KMK（主に全体的なプロジェクト管理を担当）、ピアンジ VK 及び

ハマドニ VK（現場レベルのプロジェクト管理及び活動の責任機関） 
 

 ６－２－２ プロジェクト目標 

プロジェクト目標 ピアンジ VK 及びハマドニ VK の給水事業運営能力が強化される。 

指標  a. プロジェクト終了までに、各 VK のプロジェクト・スタッフ30

について、給水事業運営に必要な知識・技能に関する基準が

達成される。知識・技能に関する基準は、プロジェクト開始

                                                             
28 第二回詳細計画策定調査後、継続的な情勢不安により、J ICA タジキスタン支所を通じて、さらなる実施体制の見直しと基

本計画の調整が必要となった。本章ではこの調整を経た最終的な調査結果を記載している。 
29 ピアンジ VK の給水区域はピアンジ町、シャクマット村、イモン・マシュラボフ村、ハッサンシェロブ村、サンマルトイ 1
村、サンマルトイ 2 村、トゥルディシャイ村の一部、を指す。 ハマドニ VK の給水区域はモスクワ町、ナヴォボッド村、

及びグロボッド村の一部、を指す。 
30 PDM 中のタジキスタン側の投入に記載の通り（ピアンジ VK 副所長、各 VK の会計主任、ハマドニ VK の顧客係長、各 VK
のエリア長、各 VK の検針員/料金徴収員、各 VK の給水施設運転・維持管理係）。 
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から半年後までに VK 及び専門家チームによって各ポジショ

ンに設定される。 

 ６－２－３ 上位目標 

上位目標 従量料金制の継続によって、ピアンジ VK 及びハマドニ VK の給水

区域における給水サービスが改善される。 

指標  a. ピアンジ VK において、全顧客に対する従量料金制が継続され

ている  
b. ピアンジ VK において、夏場の需要増加時においても給水不良

問題が発生しない 
c. ハマドニ VK において、一部顧客に対する従量料金制が継続さ

れている  
d. ハマドニ VK において、夏場の需要増加時の給水不良問題が改

善される  

 

 ６－２－４ アウトプット 

  (1) アウトプット１ 

アウトプット 1 VK の給水事業運営に必要なデータが整備される。 

指標  1a:  月間無収水率が、各エリア長によって記録される。 
1b: 月間無収水率が、各所長に報告される。  
1c:  プロジェクト開始後 6 か月後までに、データ管理チェックリス

トの全項目が達成される。 

1d: プロジェクト終了時まで上記の達成度が維持される。 
1e: プロジェクト終了半年前までに各 VK 用のデータ管理マニュア

ルの最終版が、各所長に承認される。 
 

  (2) アウトプット２ 

アウトプット 2 VK 経営の関係者の水道事業経営能力が強化される。  

指標  2a: 本邦研修参加者の水道事業経営に対する理解が深まる。  
 

  (3) アウトプット３ 

アウトプット 3 [ピアンジ VK 対象] 従量料金制が定着する。 

指標  3a:  検針員/料金徴収員用マニュアルに基づいて従量料金制が実施

されている 
 

  (4) アウトプット４ 

アウトプット 3 [ハマドニ VK 対象] 一部顧客に対して従量料金制が導入される。。 

指標  4a:  検針員/料金徴収員用マニュアルに基づいて従量料金制が実施
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されている 
 

  (5) アウトプット 5 

アウトプット 5 給水施設(*)が適切に維持管理される。 
(*) 給水施設は「井戸から各戸メーターの間の施設」を指す。 

指標  5a:  各 VK の給水施設が、プロジェクトによって更新されたマニュ

アルに基づき、運転・維持管理される。  
3b: 各 VK 用の運転・維持管理マニュアルの更新版が、プロジェク

ト終了半年前までに、各 VK 所長に承認される。 
 

 ６－２－５ 活動 

  (1) アウトプット１の活動 
1-1 ハマドニ VK にて、バルク流量計及び関連資材を調達する。  

1-2 ハマドニ VK にて、バルク流量計を設置する。 
1-3 各 VK にて、月間水生産量を計測・集計する。 
1-4 各 VK にて、月間水請求水量を集計する。 
1-5 各 VK にて、無収水率を計算する。  

1-6 各 VK にて、給水事業運営に必要なその他のデータの管理(*)をレビューし、チェッ

クリストを作成する。  
1-7 各 VK にて、レビューに基づき、データ管理を改善する。 
1-8 各 VK 用に、タジク語及び英語のデータ管理マニュアルを作成する。 

（*）データ管理には、データの収集・整理・分析が含まれる 
 

  (2) アウトプット２の活動 

2-1 水道事業経営全般（中長期計画、投資計画、水道企業会計、顧客サービスなど）に

係る研修の参加者を決定する。 
2-2 研修参加者の水道事業経営全般に対する理解度を把握する。 
2-3 水道事業経営全般に係る研修を本邦で実施する。 

2-4 研修参加者に対して研修内容のフォローアップとなるワークショップを実施し、理

解を促進する。 
2-5 研修参加者の水道事業経営全般に係る理解の定着度を確認する。 

 

  (3) アウトプット３の活動 

3-1 従量料金制導入にあわせて会計/料金請求システムを改善する。 
3-2 検針員/料金徴収員に対し、検針、顧客対応等に係る研修を行う。 
3-3 節水、ユーザー負担の原則、及び従量料金制に係る住民の意識向上を促進する。 

3-4  検針員/料金徴収員の作業スケジュール及び配置計画を改善する。 
3-5 従量料金制に係る活動をモニタリングする。 
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3-6 検針員/料金徴収員用のマニュアルを作成する。 
 

  (4) アウトプット４の活動 

<準備期間> 
4-1 各戸メーターを設置する顧客を特定する。 
4-2 各戸メーター及び関連資材を調達する。 

4-3 特定された顧客に対してメーターを設置する。 
4-4 従量料金制導入にあわせて会計/料金請求システムを改善する。 
4-5 検針員/料金徴収員に対し、検針、顧客対応等に係る研修を行う。 
4-6 節水、ユーザー負担の原則、及び従量料金制に係る住民の意識向上を促進する。 

4-7 検針員/料金徴収員の作業スケジュール及び配置計画を作成する。 
<移行期間> 
4-8 メーターを設置した顧客に対してシミュレーションを目的とする検針を行う。 
4-9 検針した使用水量に基づき、メーターを設置した各顧客の従量料金制導入後の水道

料金を推計する。 
4-10 推計した水道料金をメーターを設置した顧客に通知し、従量料金制導入の効果に対

する理解を促進する。 
<実施期間> 

4-11 メーターを設置した顧客に対して従量料金制を開始する。 
4-12 従量料金制に係る活動をモニタリングし、教訓をまとめる。 
4-13 検針員/料金徴収員用のマニュアルを作成する。  

 

  (5) アウトプット 5 の活動  

5-1  ピアンジ VK にて、運転・維持管理マニュアルを策定する。 
5-2 ハマドニ VK にて、既存の運転・維持管理マニュアルをレビューし適宜改善する。 
5-3 ハマドニ VK にて、共同水栓の利用状況を調査する。 

5-4 ハマドニ VK にて、共同水栓の管理計画を策定する。 
5-5  各 VK にて、井戸ポンプの運転管理を改善/モニタリングする。 
5-6  各 VK にて、塩素注入技術を改善/モニタリングする。  
5-7  各 VK にて、塩素注入設備及び井戸ポンプの維持管理を改善/モニタリングする。  

5-8  各 VK にて、配水管の補修を改善/モニタリングする。  
5-9  各 VK 用のマニュアルを適宜更新する。 

 

 ６－２－６ 投入 

  (1) タジキスタン側の投入 

人員の配置31 

                                                             
31 ピアンジ VK 副所長、ハマドニ VK 顧客係長は両 VK 固有のポストである。 
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1. プロジェクト・ディレクター：KMK 総裁  
2. 副プロジェクト・ディレクター：KMK 水道部長 
3. プロジェクト・ディレクター補佐：KMK 国際関係部長  

4. 州コーディネーター：ハトロン州 KMK 代表部部長代理 
5. プロジェクト・マネージャー：ピアンジ VK 所長及びハマドニ VK 所長  
6. KMK 本部のプロジェクト・スタッフ：KMK 経済分野計画部長 
7. VK のプロジェクト・スタッフ 

-  ピアンジ  VK 副所長  
- 各 VK の会計主任 
- ハマドニ VK の顧客係長 
- 各 VK のエリア長 

- 各 VK の検針員/料金徴収員 
- 各 VK の給水施設運転・維持管理係 

8. その他、必要に応じ、相互に合意した人員 

土地・建物・設備 

1. プロジェクトの実施に必要な建物・設備 
2. クルガンチュベにおける専門家の執務スペース（エアコンを含む） 
3. その他、必要に応じ、相互に合意した設備 

ローカル・コスト 

1. 供与機材の運転・維持管理費、配水管補修の材料・人件費 
2. 事務・運用経費（タジキスタン側人員の国内旅費を含む） 

 

  (2) 日本側の投入 

専門家（分野） 

1. チーフ・アドバイザー  /水道事業経営 
2. 給水装置設計・施工監理 

3. 顧客対応 
4. 運転維持管理 
5. その他、必要に応じ、相互に合意した専門家 

機材供与 

1. バルク・メーター（ハマドニ VK）  
2. 各戸メーター(500 個)及び関連する給水管（ハマドニ VK）  
3. データ管理と会計用パソコン、プリンター/コピー機（各 VK）  

4. 移動用車輌（各 VK）  
5. その他、必要に応じ、相互に合意した機器材 

研修員受け入れ 

上水道事業経営分野等に関し、約 20 名の相互に合意した人員  
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 ６－２－７ 前提条件及び外部条件 

前提条件   治安のさらなる悪化が生じない。 

アウトプットの

外部条件  
 プロジェクト活動に影響を及ぼす自然災害/治安悪化/政情不安/経

済危機(電力事情の悪化を含む)が起こらない。 
 ピアンジ VK における無償資金協力プロジェクトが当初スケジュ

ールより遅れない。 

 治安のさらなる悪化が生じない 

プロジェクト目

標の外部条件 
 プロジェクトによって技術移転を受けたピアンジ VK とハマドニ

VK のプロジェクト・スタッフが大量に離職しない。 
 EBRD が進める RWSCの設立により、ピアンジ VK とハマドニ VK

の体制が大きく変更しない。  

上位目標の外部

条件  
 給水サービス改善に係る政策の優先度が変わらない。 
 各 VK の給水区域に影響を及ぼす自然災害/治安悪化/政情不安/経

済危機(電力事情の悪化を含む)が起こらない。 
 

 ６－２－８ 実施スケジュール 

活動の詳細スケジュール、各活動のタジキスタン側の責任者・実施者、担当専門家、その他

の主要な投入は添付の PO（付属資料 4 R/D(案)の Annex2）に示す通り。主なポイントを以下に

示す。  

(1) プロジェクト期間：2017 年 3 月～2020 年 3 月の 3 年間とすることで合意した。ハマド

ニ県での各戸メーター（以下特に記載のない場合は、「メーター」は「各戸メーター」

を指す）の設置（2017 年末まで）後、従量料金制導入に伴う各種業務（検針・料金徴

収・料金請求・会計書類の作成等）の OJT に約 1 年を要することを考慮したためであ

る。  

(2) 機材調達のタイミングを考慮した活動計画（アウトプット 1、アウトプット 4）：ハマ

ドニ VK における月間水生産量及び水使用量の計測開始時期（アウトプット 1）、ハマ

ドニにおけるメーター検針開始時期（アウトプット 4）は、供与機材の調達・設置にか

かる期間を考慮して、設定している。 

(3) 夏季の調査の必要性（アウトプット 4、アウトプット 5）：アウトプット 4 におけるメ

ーター設置対象の顧客選定のための調査及びアウトプット 5におけるハマドニ VKの共

同水栓の利用状況調査は、水の過剰使用を抑制するという目的に鑑み、水の使用量が

増す夏期（7 月から 9 月）に実施する必要がある。このため PO では調査機関に夏期を

含むことが想定されている。 

(4) 年間 PO（以下、APO）策定時期：プロジェクトに係るローカル・コストが VK の予算

に反映されるように、APO 案の策定時期を VK の年次財務計画案策定時期に合わせ、

10-12 月とする。  
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(5) 情報共有ワークショップ/セミナーの開催：プロジェクトの節目において、関係者への

情報共有・普及を目的として、情報共有ワークショップ/セミナーを計 4 回開く予定で

ある（PO の活動 0.9 参照）。ワークショップでは、プロジェクトの取り組みや成果をプ

ロジェクト・スタッフが発表することが期待されている。なるべく多くの現場スタッ

フが参加できるよう、首都ドゥシャンベだけでなく、クルガンチュベでも開催するこ

とになっている。その開催時期は、プロジェクト開始時と終了前に加え、ピアンジで

の指導が 1 年経過し、また 1 回目の本邦研修やハマドニにおけるメーター設置の設計

が終わった後、ならびにハマドニにおいて従量料金制を導入した後をそれぞれを想定

している。 

(6) 指標データ入手のための活動（PO の活動 0.10）：具体的には、プロジェクト開始から

半年後をめどに、ベースライン調査を行う。その後は半年ごとの達成度確認に必要な

データを収集・整理する（その結果は、モニタリング・シートにとりまとめられる）。

なお、ベースライン調査に先立ち、プロジェクト・スタッフの能力評価のクライテリ

ア（プロジェクト目標指標 1a）、データ管理チェックリスト（アウトプット指標 1c, 1d）、
及び給水施設の運転維持管理チェックリスト（アウトプット指標 5a）を VK とともに

作成することが必要である。  

 ６－２－９ プロジェクトの実施体制32 

KMK が両 VK の上位組織であること、本プロジェクトの成果に関し将来的には他 VK への水

平展開を図りたいこと、及び VK の設備投資金確保に向けて将来的に求められることとなる料

金改定にあたっては KMK から独占禁止委員会への提案が必要であることに鑑み、他の VK や

中央政府関連機関との連携に責任を持つ、KMK 総裁をプロジェクト・ディレクターとし、KMK
の水道部長を副プロジェクト・ディレクターとする。また、JICA を含むドナーへの対外的窓口

として各種調整を行っている国際関係部長をプロジェクト・ディレクター補佐とする。合わせ

て、ハトロン州 KMK 代表部長代理を州コーディネーターとし、両 VK へ地理的に近いことを

利用し、両 VK の活動を管理・支援する。その他 KMK からは、VK が抱える経営課題のうち、

年次財務計画や料金改定に関連する業務を担当する部署である、経済分野計画部の部長が参加

する。 

本プロジェクトの活動の中心は両 VK となることから、両 VK の所長をプロジェクト・マネ

ージャーとする。合わせて、ピアンジ VK 副所長、各 VK の会計主任、ハマドニ VK の顧客係

長、各 VK のエリア長、各 VK の検針員/料金徴収員、各 VK の給水施設運転・維持管理要員を

VK のプロジェクト・スタッフとし、技術移転の対象とする。 

JCC は、プロジェクト・ディレクターである KMK 総裁を議長とし、タジキスタン側の委員

は、KMK 水道部長（副プロジェクト・ディレクター）、KMK 国際関係部長（プロジェクト・

ディレクター補佐）、ハトロン州 KMK 代表部長代理（州コーディネーター）、両 VK の所長（プ

ロジェクト・マネージャー）、KMK 経済分野計画部長、及びピアンジ県・ハマドニ県の建設産

                                                             
32 プロジェクトの組織図は付属資料 4：R/D 案の Annex 3 を参照。 
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業分野副知事（地方政府）とした。 

日本側の委員は、本プロジェクトの日本人専門家、JICA 事務所、及び JICA 本部より適宜選

定する。合わせて、日本大使館からの参加者及びその他相互に合意した者をオブザーバーとす

る。  

プロジェクトのモニタリング・シート作成頻度と合わせ、JCCは年 2 回開催するものとする。  

 ６－２－１０ プロジェクト実施上の留意点 

第一回詳細計画策定調査結果（第 2 章記載分）後の追加・修正点を以下に記す。 

(1) 最適なメーター導入方法の検討：本プロジェクトでは、ハマドニ県で約 500 個のメー

ターを導入する予定である（PO の活動 4.1 から 4.3）。目的である配水不良地域の解消

の達成に向けて、最も効率的かつ効果的な位置におり、かつ現在の水消費量が多い顧

客を優先的に選定するよう、配水管の埋設状況や夏場の給水状況を十分に確認する。  

(2) 本邦研修の活用：本プロジェクトでは、約 20 名の相互に合意した人材に対し、本邦研

修を実施する予定である。KMK 及び両 VK の上層部に対しては、日本の水道事業運営

手法等を学ぶことで、中長期的視野に基づく給水事業運営の重要性を理解し、プロジ

ェクト活動の円滑な実施、モチベーション向上及び持続性の確保、さらには VK の設備

投資金確保に向けたより踏み込んだ将来的な活動に繋げることが望ましい。また、両

VK の職員に対しては、従量料金制の導入・運用にあたっての重要事項（住民啓発活動、

顧客対応方法等）に関して本邦研修を通じて学ぶことが望ましい。これら事項をふま

え、適切な時期に本邦研修を計画するよう留意する。 

(3) KMK の積極的な関与：第二回調査を通して、本プロジェクトにおける中期計画の立案

や中期計画に基づく料金の申請は実施しないこととなったが、依然として両 VK にとっ

て投資額不足は課題の一つである。必要投資額の確保には、本プロジェクトで導入さ

れる従量料金制に基づいた給水サービスを適切に実行したうえで、将来的に料金改定

も含めて中長期的な事業計画の策定及び実施が必要である。この活動には KMK の理解

と実行力が必要であるため、プロジェクト全般に KMK が積極的に関与できるような工

夫を検討する。 

(4) 両 VK の住民との対話促進：本プロジェクトは、住民の反発による遅延リスクを含んだ

活動要素が以下の通り含まれている。このリスクを最小化するため、VK が定期的かつ

能動的に住民との対話を重ねるよう働きかける。 

① ハマドニ VK における従量料金制の導入及び従量料金制顧客と定額制顧客の混在 

② ハマドニ VK における共同水栓の管理手法提案 

③ ハマドニ VK における節水促進 

④ ピアンジ VK における従量料金制の継続 
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６－３ 第 1 回詳細計画策定調査以降のタジキスタン国上水道セクターの動き 

2014 年 10 月から 11 月にかけて実施された第 1 回詳細計画策定調査から 1 年以上が経過し、タ

ジキスタンの上水道セクターをめぐる環境には一定の変化が確認された。以下に、2015 年 1 月か

ら 2016 年 3 月にかけてのタジキスタン国上水道セクターの動きを記載する。  

６－３－１ 上水道セクターの国家政策 

  (1) 国家開発戦略 

タジキスタン政府は 2007 年に策定した「国家開発戦略（2007～ 2015 年）」に続いて「国

家開発戦略（2016～2030 年）」（以後、新国家開発戦略）を策定している。ただし、新国家

開発戦略は経済発展貿易省が中心となって作成・取りまとめを行っているが、2016 年 3 月

現在でドラフト段階であり、以後の記述内容は、同戦略が最終化されるまでに変更が生じ得

るものとして留意する。 

  (2) 国連ミレニアム開発目標（MDGs）における上水道セクターの目標値 
WHO UNICEF Joint  Monito ring  Programme によれば、タジキスタンにおける安全な水への

アクセス率 2015 年現在で都市部 93.1%、農村部 66.7%である。表 1 に示す通り、これは MDGs
の基準となっている 2000 年に比べると改善された結果ではあるものの、目標値には都市部、

農村部ともに到達していない。 

表 ６－３－１  MDGｓにおける安全な水へのアクセス率の目標と現状 

安全な水へのアクセス率  基準値
33

2000 年  
目標値  
2015 年  

実績値
34

2015 年  
都市  92% 96% 93.1% 
村落  48% 74% 66.7% 
合計  60% 80% 73.8% 

出典：2015 年の目標値は 2000 年の基準値より調査団が作成 

  (3) 国家開発戦略における上水道セクターの開発戦略 

2016 年 3 月現在ドラフト中の新国家開発戦略においては、SDGｓの指標を取り込んで策

定していくことが想定されているが、現時点では、上下水道・衛生分野において以下の事項

を重点戦略とし、特に女性及び弱い立場にいる人々を主な対象として、タジキスタン国全体

で上下水道・衛生システムへのアクセス向上を目指すことが議論されている。 

33 2000 年の基準値の出典：WHO/UNICEF Joint Monitoring Programme for Water Supply and Sanitation, Updated April 2014, 
Tajikistan 

34 2015 年の実績値の出典：WHO/UNICEF Joint Monitoring Programme for Water Supply and Sanitation, Updated June 2015, 
Tajikistan 
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   1) 上下水道・衛生管理において、特に女性及び弱い立場にいる人々に焦点を当てた法規

及び開発方針の策定 

   2) 上下水道システムの構築/再建、農地での給水システムや井戸及び都市給水域の拡大に

向けた資金調達のための投資事業の開発及び促進 

   3) 上下水道分野における国際協力の拡大及びタジキスタンの技術面・組織面の能力強化 

（天水活用農業、塩害除去、効率的な水利用、汚水処理と再利用技術、を含む） 

  (4) 水資源（上水道セクターを含む）関連国家政策策定機関  

UNDP が主導してきた、水関係の政策機能を水資源・エネルギー省（MEWR)に集中させ

る改革プログラムは、具体的な内容が議論されている段階であり、MEWR 大臣が関係組織

間の意見調整を進めている。National Water Po licy にしたがって４大河川流域ごとの流域管

理評議会（River Basin  Council）・流域管理機構（River Basin Organ izat ion）を立ち上げ MEWR
がその事務局として水関係の政策を取り仕切るという大方針に変化はない見込みであるが、

以下の３点が議論の主なポイントとなっている。 

   1) 環境委員会から水使用に関する権限を MEWRに移譲すること。 

   2) 灌漑庁を流域ごとに区域割・組織変更し灌漑排水の実務に専念させる。灌漑関係の政

策立案機能を MEWRに移譲すること。  

   3) KMK を上下水道の実務に専念させ、飲料水関係の政策機能を MEWRに移譲すること。 

 ６－３－２ 上下水道公社(Vodokanal)の上水道事業の現状 

  (1) EBRD による広域上下水道公社（RWSC）の現状 
2015 年 12 月に RWSC 設置についての大統領令が発令され、2016 年 1 月末までに 2 つの

RWSCが登録された。1 つは北部（8 VK が対象。そのうち 6 VK は EBRD による支援実績あ

り）、もう 1 つは中央部（5 つの VK が対象）である。後者は、会計・請求システムなどの

情報管理の構築が進んでおり、4 月末までには本格的な運営開始の準備が整う見込みである。 

これら 2 つの RWSC設立事業が終了後、2016 年末までにさらに北部に 1 つ、ハトロン州

に 1つの RWSC設立が予定されている。ハトロン州に設立予定の RWSCは、5つの VK(Rumi、
Yovon、Kryugan-Tyube、Kulob 及び Danghara)を対象とし、設立後その運営が安定したのち、

ハトロン州内で東部と西部の 2 つの VK に分けられる計画となっている。  

RWSCにおいては、傘下のすべての VK に同一料金を適用するものとし、会計システムも

一元化される予定である。また、戦略策定の観点から、これまで給水サービス改善のために

それぞれの VK に対して戦略を構築していたのに対して、地域別の総合的な計画を策定でき

ることを意図しており、より効率的な水道事業体の運営を目指している。 
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 ６－３－３ 上水道セクターに対するドナー支援実施状況 

  (1) 上水道セクターにおける他ドナーの援助動向 

   1)  世界銀行(WB) 

WBは、以前よりドゥシャンベ VK を対象とした支援を実施しており、2011 年からドゥ

シャンベ市上水道改善計画  Phase II が実施されている。2015 年 12 月 30 日に同プロジェク

トに対する追加融資(10 百万 US$)が発効しており、より効果的なプロジェクトとなるよう

活動が続いている。 

   2) EU 
水分野のドナーのとりまとめ役として積極的に活動し、ほぼ毎月 DCC(Development  

Coordination Council) の水・気候変動分野ワーキンググループの会合を主催している。 

   3) SDC(Swiss Agency for Development Cooperation) 
英国の NGOである Oxfam GBに資金提供し TajWSS(Tajikistan Water Supply and Sanitat ion)

というネットワークを運営している（JICA も常に会合に出席している）。同ネットワーク

は主に農村部におけるパイロット案件を実施している。同ネットワークは従量料金制を支

持しており、その実現のための会合も積極的に開催している。 

  (2) 日本の支援 
国土交通省が 2015 年 6 月ドゥシャンベで開催された「「命のための水」の 10 年の振り返

りのためのハイレベル会合」に参加（JICA も国際協力専門員を派遣）したほか、水資源機

構に委託して 2016 年 1 月及び 2 月に現地調査を行い、水資源管理に関する課題解決方策の

モデルケース検討・作成を行った。  
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